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１．手引きの構成 

地域指標分析自動作成ツールの手引きは、以下の２冊に分かれています。 

（１）手引き基本編（操作マニュアル） 

手引き基本編（操作マニュアル）は、各ツールの画面遷移や入力方法など、ツールの操

作面に特化した手引きです。 

（２）手引き詳細編（副読本）※本手引き 

手引き詳細編（副読本）は、地域指標分析およびその背景情報等をより深堀りするため

の情報を掲載した、教科書（副読本）的な手引きです。 

 

 

手引き基本編（操作マニュアル） 手引き詳細編（副読本）

 

図 １-1 自動作成ツールの手引きの構成 
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２．はじめに 

２－１ 地域循環共生圏 

（１）地域循環共生圏とは：持続可能な社会に向けた地域の姿・実践方法 

地域循環共生圏は、地域資源を活用して環境・経済・社会を良くしていく事業（ローカ

ル SDGs事業）を生み出し続けることで地域課題を解決し続け、自立した地域をつくるとと

もに、地域の個性を活かして地域同士が支え合うネットワークを形成する「自立・分散型

社会」を示す考え方です。第五次環境基本計画（2018 年４月 17 日、閣議決定）にはじめ

て位置づけられました。 

その際、私たちの暮らしが、森里川海のつながりからもたらされる自然資源を含めて地

上資源を主体として成り立つようにしていくために、これらの資源を持続可能な形で活用

し、自然資本を維持・回復・充実していくことが前提となります。 

地域の主体性を基本として、パートナーシップのもとで、地域が抱える環境・社会・経

済課題を統合的に解決していくことから、ローカル SDGsとも言います。 

 

 

 
図 ２-1 地域循環共生圏の概念図 
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（２）地域循環共生圏構築の三原則 

地域循環共生圏を構築していくためには、環境の課題に対する直接的な働きかけだけを

行うのではなく、地域の困りごととなっている社会・経済の課題も同時に解決していくこ

とが重要です。また、地域の社会・経済課題を解決するための手段として、例えば再生可

能エネルギーや廃棄物の活用といった環境面からのアプローチを活用する発想も必要で

す。 

環境・経済・社会の課題は複雑に絡み合っており、個別の主体の個別の取組では解決は

困難です。このため、地域循環共生圏の構築に向けては、地域内外の多様な主体との協働

が不可欠です。「地域の主体性＝オーナーシップ」と「地域内外との協働＝パートナーシ

ップ」から、「環境・経済・社会の同時解決を実現するローカルＳＤＧｓ事業」を多数生

み出すことが持続可能な社会の実現に必要です。 

 

 
図 ２-2 地域循環共生圏構築の三原則 

  

                     

地域資 の持続可能な  

地域    循環   自 共生

地域の
   

（ ー ー   ）

地域の人が、    
 と    を大 に
しながら、

 体的に 業を  
  、  している

  
（ ー     ）

地域 の  な分野の人
による  、

地域 の人とのつながり・
   いによ て、

 業を    、  している

環境・社会・    の  解 

  

社会

環境

地域社会の

  解 

地域の  循環   

         に持続可能

  



4 

 

２－２ 地域指標分析 

（１）地域指標分析とは：地域の状況 地域循環共生圏の視点で総合 に分析 

地域循環共生圏の構築に向けては、多様な主体のパートナーシップを形成する必要があ

り、地域ごとの現状や課題を明らかにし、共通認識とすることが必要です。そのためには、

地域（都市、地方）ごとの状況を定量的に把握したうえで共有する必要があります。その

うえで、地域のありたい未来（ビジョン）や、その未来に近づくための事業構想の検討、

事業主体の発掘と事業化を協働取組として進めるとともに、政策に位置付けていくことが

重要です。 

地域指標分析は、上記の目的に資するために、地域ごとの地域循環共生圏の形成状況を、

環境・経済・社会の様々な指標を総合的に分析する指標です。この指標を活用することで、

地域の強み、弱み、課題を定量的に把握し、環境・経済・社会の統合的向上に向けた効果

的な合意形成や政策立案を行うことが可能となります。 

 

（２）指標の構成 

地域指標分析は、地域循環共生圏の視点で評価するために、様々な分野の指標で構成さ

れています。 

指標は、地域政策や企業の設備投資等の結果として蓄積された「地域のストック」と、

地域のストックを利用して産み出されるサービスの結果として発現する「地域の成果」の

大きく 2つに分類されます。 

 
図 ２-3 指標の全体構成  
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１）地域のス   指標 

「地域のストック」は地域政策の実行結果の蓄積です。そのため、本ツールを活用す

る自治体の方に自分事として捉えていただけるように、自治体の部局の指示系統や補助

金などの予算の流れが紐づいている中央省庁の所掌事務をもとに、7つの「分野」と 30

の「項目」に整理し、日々の仕事と関連付けやすくしています。 

例えば、地域で保育施策を実施した場合、「6歳未満人口 1人当たりの保育所利用定

員数」の増加が、施策による蓄積（地域のストック）となるといったことが考えられま

す。 

ストック指標は、市区町村別にデータ入手可能な指標を選定しています。また、収集

する基礎データの対象年次は、原則として収集可能な最新年次のデータを整備していま

す。 

表 ２-1 「地域のストック」指標一覧 

 

  

指標項目分野
防犯設備の る共同住宅に住む世帯の割合、人口当たりの警察署の数防犯：1-1

安心・安全1

地
域
の
ス
ト
ッ
ク

人口当たりの 防署数、 防 歳出消防：1-2

学校におけるインター ット接続率、児童・生徒一人当たりの教員数、教育用PC1台当たりの児童生徒数、小中学校学生 1 人当たりのトイレ数義務教育：2-1

教育・文化・生 2

人口当たりの大学数、研究機 数研究：2-2
人口当たりの博物館の面積、重要文化財の数文化：2-3
人口当たりの体育施設の面積スポーツ：2-4

人口当たりの図書館・公民館の面積・マイ ンバーカー 普及率生 基盤：2-5

人口当たりの労  歳出、就業人口に占める 国人就業者割合、大学・大学院卒就業者割合、人口 1 人当たりの生活保護 歳出、女性活躍推進計
画の策定有無、障害者差別解 に する条例策定の有無

雇 ：3-1

雇 ・福祉3 人口当たりの医師数、病床数、人口 10 万人当たりの薬剤師数、無医地区数、人口 1 人当たりの公衆衛生 医療：3-2
要介護・  者1人当たりの介護施設設定定員数、介護職員数介護：3-3

6歳未満人口１人当たりの保育所利用定員数、  ミ ー ポートの有無保育：3-4

耕地面積、農業従業者数の割合農 ：4-1

農林水産4  林面積の割合、林業従業者数の割合林 ：4-2
水産業従業者数の割合水産 ：4-3
人口当たりの商店街数・工業用地の面積地域の産 基盤：5-1

  ・産 5
人口当たりの商工 歳出、金融業従業者数の割合、金融業の付 価値額 ェア、産業競争力強化法に基  「創業  等 業計画」認定の有無産 の支援 制：5-2

 業所の新設・廃業、地場産業 連施設数産 の新陳代謝：5-3
人口当たりの所得・  の 入額  循環構造：5-4

DID人口密度・市街化区域に住んでいる人口割合、徒歩圏に医療機 ・介護施設・店舗・公民館・集会所が る普通世帯の割合都市構造：6-1

国土・交通6

緑被率、公園面積、下水道・浄化槽処理人口普及率、人口 1 人当たりの下水道 歳出都市イン  ：6-2
住宅保有率、住宅床面積、空き家率、65 歳以 が居住する世帯においてバ ア  ー化が れている世帯数の割合住宅：6-3
公共交通の徒歩圏充足率、高齢者人口当たりのデマン バス便数、道路実延長（対域 面積比）、人口当たりの 動車保有台数・カー ェアステー ョン
数

交通：6-4

人口当たりの集客施設数・観光  数・地域で開催 れるお祭り の参 者数観光・イベン ：6-5

災害（津波・火山・土砂・地震6弱・液状化）の発生 スク、洪水推定区域面積の割合災害発生リス ：6-6

人口当たりの災害復旧 歳出、徒歩圏に避難所が る世帯の割合、無電柱化推進計画又は条例の策定有無、人口当たりの土  歳出・河川 歳出災害への対応力：6-7

地球温暖化対策推進法に基  地方公共団体実行計画の策定状況、人口当たりの   導入量、太陽光を利用した発電機器が る住宅の割合、太陽
熱を利用した温水機器等が る住宅の割合、人口当たりのEV充電スタン の充電口数・水素ステー ョン数、二重以 の ッ 又は複層ガ スの窓が設置 
れている住宅の割合、ゼロカーボン ティの表明有無、グ ーン購入の取り組み度の評価

   ：7-1

環境7
人口当たりの環境NPOの数、 域水循環計画の策定有無、湧水保全活動の実施有無生 環境：7-2

人口1人当たりの河川・ダ 湖の1日当たりの利用者数、人口当たりの地域  （  景観  ）数、生物  性地域戦略策定有無自 環境：7-3

人口当たりの清掃 歳出、廃棄物処理業従業者数の割合、  循環 ジ スの付 価値額 ェア資 循環：7-4

SDGs の各種計画 の反映有無、SDGｓローカル指標（ 治体独 の評価指標）の設定の有無、SDGs 未来都市選定都市 の選定有無SDGs：７-5
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２）地域の成果指標 

「地域の成果」指標は、環境・経済・社会の統合的向上を目指す地域循環共生圏の構

築状況を評価するものです。 

例えば、地域で保育施策を実施により、「6歳未満人口 1人当たりの保育所利用定員

数」の増加という地域のストックが得られ、ストックの効果として「待機児童数の保育

所申込者数に対する割合」の減少という「地域の成果」が得られるといったことが考え

られます。 

「地域の成果」指標は、「環境」「社会・コミュニティ」「経済・財政」の 3分野で

構成し、各項目に該当する市区町村別にデータ入手可能な指標を選定しています1。 

 

表 ２-２ 「地域の成果」指標一覧 

 

 

（３）ツールの概要 

地域指標分析 自動作成ツール（以下、「本ツール」）は、地域の指標をもとに、対象

地域における地域循環共生圏の形成状況を可視化するツールです。 

本ツールを用いることで、地域循環共生圏の形成状況を把握し、的確な施策を行うこと

が可能です。本ツールの特長は大きく 2つあります。 

 
1 なお、「地域のストック」と「地域の成果」のいずれの指標についても、市区町村別に比較可能なように、基本的には構成比（例：

太陽光利用住宅の全住宅に占める割合）又は相対比（例：人口 1 人当たりの EV充電スタンド数）のデータを用いています。 

指標項目分野

 生可能  ル ーの生産額割合 リーンなエ ルギー生産：8-1

環境8

地
域
の
成
果

人口当たりのCO2排出量（産業部門・ 輸部門・家庭部門）CO2排 量の削減：8-2

湖沼のCOD、河川のBOD、海域のCOD良質な水質：8-3

硫黄酸化物・窒素酸化物・PM2.5年平均値きれ な空気：8-4

ごみ搬入量に占める有害廃棄物の割合、1人1日当たりの最終処分量・ごみ排出量（家庭部門）、ごみの  イクル率廃棄物の削減：8-5

人口当たりの刑法犯認知件数・建物火災出火件数・交通 故死亡者数安心・安全：9-1

社会・
コミュニティ

9

高等教育（大学） の進学率、私 ・国 小学校・中学校の割合教育の質：9-2

非正規雇用男女間格差、就業率の男女間格差、役員比率の男女間格差、女性の農業経 者割合男女雇 ：9-3

相対的貧困率、非正規雇用の割合貧困・労 格差：9-4

平均寿命、人口当たりの糖尿病・心血管疾患の死亡者数、人口当たりの 殺死亡者、要介護認定者の65歳以 人口に占める割合、
生産年齢人口当たりの高齢者数

健康：9-5

合計特殊出生率、待機児童数の保育所申込者数に対する割合、5歳未満人口割合、5歳未満児の死亡率子育て環境：9-6

洪水浸水想定区域の居住人口の割合、水害被害額のGRPに占める割合、災害（津波・火山・土砂・地震6弱・液状化）による被害 スク災害によ 被害リス ：9-7

人口当たりの雇用者所得・その他所得所得：10-1

  ・財政10

通勤 間、市 通勤率、職住比、通勤の公共交通利用率、失業率就 環境：10-2

人口当たりの所得の 入額（   と投 の 入額）、産業の  性（ ントロピー指数）、各産業の労 生産性、付 価値額 ェア、 
 ル ー代金の 入額

地域産 の成果：10-3

財政力指数、  財 比率、実質公債 比率、経常収 健全な財政：10-4
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１）他地域と比較 た  ・弱 の把握 可能 

本ツールでは、対象地域における指標の偏差値を、全国平均や同規模地域2平均と比較

して表示するとともに、実数値と全国順位を表示します。この結果を見ることで、他地域

と比較した強み・弱みを把握することが可能です。 

偏差値は、各指標の実数値が全国の市町村と比較して相対的に「良い」ほど高くなりま

す。ここでの「良い」とは、単に実数値が高いということではなく、数値が高いほど地域

にとって良いか、もしくは低いほど地域にとって良いかという「価値観」を考慮して計算

しています。 

例えば、図 ２-4における「合計特殊出生率」は高いほど地域にとって良いため、実測

値が高いほど偏差値も高くなります。一方で、「土砂災害の発生リスク」は低いほど地域

にとって良いため、実測値が低いほど偏差値は高くなります。 

なお、地域の事情や検討する施策によっては、この偏差値の「価値観」が本ツールにお

いて示すものと逆になることもあるため留意する必要があります。 

例えば、本ツールにおいて「人口当たりの自動車保有台数」は実数値が高いほど偏差値

が高くなる指標となっていますが、脱炭素や交通政策の観点では、実数値が低いほどよい

と捉えられます。 

 
図 ２-4 偏差値と実数値の関係のイメージ 

 

 

図 ２-5 指標の偏差値の表示イメージ 

 
2 同規模地域：本分析では人口同規模地域を指しており、全国の市区町村を三大都市圏・地方圏別に人口規模 7 区分別に分

類を行っています。（参照：地域指標分析自動作成ツール手引き基本編（操作マニュアル）「４－３ 参考：地域の分類（同規模

地域）」） 

土砂災害の発生リス 実数値

偏差値

合計特殊 生率 実数値

偏差値

全国平均

合計特殊 生率は高 ほど地域にとって良 ため 
実測値 高 ほど偏差値も高 な 

土砂災害の発生リス は低 ほど地域にとって
良 ため 実測値 低 ほど偏差値は高 な 

例

高

高

高

低

地域におけ 各指標の実数値 相対 に良 ほど偏差値は高 な 
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２）分野横断 な施策の方向 の検討 可能 

本ツールでは、分野ごとに指標の偏差値を統合し、分野別の偏差値を俯瞰できるように

表示します。この結果をみることで、分野横断的に地域の状況を俯瞰して、総合的な施策

の方向性を検討することが可能です。 

 

 

図 ２-6 分野別の偏差値の表示イメージ  
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３．地域指標分析の実践 

３－１ 概要 

（１）問 意識：データから地域のす た（空間像） 想像でき こと 重要 

地域指標分析では、全国一律で入手可能なデータを指標（地域のストック・地域の成果）

として網羅的に整備しており、分野横断的な分析をすることが可能です。 

そのうえで、自動分析ツールから出力される結果・数値をもとに地域循環共生圏の創造

に向けた政策立案に繋げるためには、データから地域のすがたを想像し、地域の課題と強

みを把握することが非常に重要です。 

 

図 ３-1 データに基づく地域の空間的な把握のイメージ 

（２）分析手順の概要 

そのため、本章では、地域指標分析をもとに地域のすがた（空間像）を想像するための

手順を解説し、いくつかの地域の分析事例を紹介します。 

Step1
各指標におけ 全国・ 規模地域との比較
７つの地域のストック（安心・安全、教育文化、雇用・福祉、農林水産、経済・産業、国土・交通、環
境）と、３つの地域の成果（環境、社会・コミュニティ、経済・財政）における各指標について、全国・
 規模地域との比較・把握を行う。

Step２
地域の特徴（長所・短所） 整理
分野・項目・指標につ てで、全国・同規模地域を比較した地域の特徴（長所・短所）を整理する。

Step３ 目指す目標と施策の方向 の検討
地域の特徴を考慮し、目指す目標とそれ 実現す ための施策の方向 の検討を行う。

参考 地域  循環分析と組合わせた詳細分析
地域  循環分析 併 することで、地域の環境・経済・社会に する詳細分析が可能となる。

49

長所・短所の分析イメージ

長所も  は短所分野No.

「介護・保育」は ァミリーサポー センターの有無 除 て良 雇 ・福祉１

「医療」は無医地区数 除 て悪  地域の医療 制は不十分雇 ・福祉２

「農 」は全  に良  農  盛んな地域農林水産３

「水産 」は全  に悪 国土・交通４

「都市構造」は徒歩圏に公民館・集会場   世帯 除 て悪 国土・交通５

「   」はゼロカーボン ティ表明の有無 除 て悪 ため    に関す 取組は不十分環境６

「CO2排 量の削減」は民生部門 除 て悪 環境（成果）７

「大気質」は全  に良  空気 きれ な地域環境（成果）８

「災害によ 被害リス 」では 地震に関係す 災害の被害リス  高 社会 コミュニティ９

「子育て環境」は待機児童数 除 て悪 社会・コミュニティ１０

「就 環境」は通勤 間 除 て悪   ・財政１１

「所得」は全  に悪 ため 地域  は良好ではな   ・財政１２

◼演習 ー に分析す 地域の長所と短所 記載 て ださ 

長所は赤色 短所は青色で記載

 

図 ３-2 分析手順の構成 
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３－２ 分析の手順 

（１）Step1：各指標におけ 全国・ 規模地域との比較 

まず、７つの地域のストック（安心・安全、教育・文化・生活、雇用・福祉、農林水産、

経済・産業、国土・交通、環境）と、３つの地域の成果（環境、社会・コミュニティ、経

済・財政）における各指標について、全国・同規模地域との比較・把握を行います。 

  
図 ３-3 各指標の比較・把握整理のイメージ  

１）全国平均と比較 

全国平均（偏差値５０）を基準に、対象地域の位置付けを把握します。着色等をするこ

とで、より把握がしやすくなります。 

２） 規模地域と比較 

次に、全国の同規模地域における対象地域の位置付けを把握します。 

  

【分析手順①】各指標 全国・ 規模地域と比較・把握す 

10

自動生成された各指標の偏差値グ    て全国・ 規模地域と比較・把握す 

グルーピングによ 
特徴 記載・把握３

 規模地域と比較
例）
同規模地域よりも偏差値が低い

２

全国・ 規模地域
との比較・把握

全国平均と比較
偏差値50以 ：全国平均より 
偏差値50以下：全国平均より下

１

実数値 把握４
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３）グルーピングによ 特徴 記載 

また、地域の大まかな特徴を把握するため、４.４－２「項目」の解説を参考に、関連

する指標を項目ごとにグルーピングします。３－３分析例では、グルーピングの例を示し

ていますが、出力されるスライドではグルーピングされていません。 

地域の状況に応じて独自にグルーピングを考えていただくことを推奨しています。 

４）実数値 把握 

より詳細な実態を把握するために、実数値や全国順位について比較・把握を行います。 

 

（２）Step2：地域の特徴（長所と短所） 整理 

Step１を踏まえ、分野や項目、指標について担当者が考える地域の特徴（長所と短所）

を整理します。 

 
図 ３-4 分野・項目ごとの特徴整理のイメージ  

  

ご利用に際してのご留意 項をp2に記載していますので、ご参照 だ い。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

30 35 40 45 50 55 60 65 70

女性活躍推進計画の策定有無

要介護・要  者1人当たりの介護施設定員数

無医地区数

要介護・要  者1人当たりの介護職員数

6歳未満人口1人当たりの保育所利用定員数

人口 1 人当たりの生活保護 歳出

就業人口に占める 国人就業者割合

人口当たりの病床数

障害者差別解 に する条例策定の有無

人口 10 万人当たりの薬剤師数

人口当たりの労  歳出

人口 1 人当たりの公衆衛生 歳出

人口当たりの医師数

大学・大学院卒就業者割合

  ミ ー ポートセンター（育児）の有無

偏差値

A市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

全国平均

（1）地域のス   指標 ③雇 ・福祉

◼ 雇用・福祉分野のストックは、「女性活躍推進計画の策定有無」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「  ミ ー ポートセンター（育児）の有無」で り、全国平均、同規模地域平均を共に下回る。

25

介
護
・
保
育

雇
 

偏差値50以上

偏差値50以下医
療

46

長所・短所の分析方法

長所も  は短所頁分野No.

「介護・保育」は ァミリーサポー センターの有無 除 て良 25雇 ・福祉１

「医療」は無医地区数 除 て悪 25雇 ・福祉２

１ 分析する地域の長所も  は短所
だと考え 指標の項目を選択

2 選択した長所もし は短所の分
野とページ数を記述

3 選択した項目に する長所も
  は短所を記述

◼ 長所・短所の記述方法
1. 記述する長所・短所の項目は「」をつけて記述

2. 項目の指標がすべて良い（偏差値50以 ）の場合「項目」は全  に良 、一部の指標を除いてよい場合
「項目」は●● 除 て良 と記述

3. 項目の指標がすべて悪い（偏差値50未満）の場合「項目」は全  に悪 、一部の指標を除いて悪い場合
「項目」は●● 除 て悪 と記述

4. 1.~3.で記述した長所・短所を踏ま た地域の特徴を記述
（短所：「医療」は無医地区数を除いて悪い ⇒ 特徴：地域の医療体制は不十分）

※4.は可能な限 
でよ 

注

注

注：良い・悪いでは文章が成り たない場合は、高い・低い、十分・不十分な の表現に変更してもよい。
（例：「災害 スク」は全体的に高い」）

地域指標分析
演習 ー 

地域指標分析
演習 ー 

地域指標分析
分析資料



12 

 

（３）Step3：目指す目標と施策の方向 の検討 

Step2 で整理した地域の特徴をもとに、環境・経済・社会の統合的向上にむけ目指す目

標と施策の方向性を検討します。 

 
図 ３-5 地域分析と施策の方向性の検討イメージ  

１）解  た   の設定 

Step２で整理した地域の特徴を考慮し、担当者が考える「解決したい課題」を設定しま

す。 

２）目指す目標の設定 

次に、上記の課題を解決することで目指す目標を設定します。 

３）施策の方向  具  な方策の検討 

最後に解決したい課題（現状）と目指す目標（ゴール）を考慮し、目標に到達するため

の施策の方向性及び具体的な方策（手段）を検討します。 

 

  

51

A施策の方向  具  な方策の検討イメージ

具  な方策施策の方向 目指す目標
解  た   
（短所）

・訪問看護制度の導入
・ ン イン受診制度の導入
・在宅医療のための医療 材確保

在宅医療の推進
住民誰も 必要な医療 受けられ 
地域

「医療」は無医地区数 除 て悪  地域
の医療 制は不十分

No.2

・企 バスの導入促進
・バス路線の再編

通勤におけ 公共交通の利 促進に
よ 運輸部門のCO2排 量削減
（通勤の公共交通利用率が低いため）

2050年ゼロカーボン ティの実現「CO2排 量の削減」は民生部門 除 
て悪 
（産業部門・ 輸部門のCO2排出量が い）

No.7

・防災対策と連携 た 地適正化計画の策定
・居住誘導区域におけ 防災対策の推進
・居住誘導区域におけ 生 利便施設の 地
促進

災害リス の低 市街地への住宅・生
 利便施設の 地誘導

安全で快適な都市の形成

「都市構造」は徒歩圏に公民館・集会場
   世帯 除 て悪 

No.5

「災害によ 被害リス 」では 地震に関
係す 災害の被害リス  高 

No.9

・食品加工 の誘致 創 支援
・農 製品の地域ブ ンド化 PR 動
・地域農 製品の販売施設創 

地域の  で  農   か た６
次産 化によ 地域雇 の創 

就 環境 良好な地域

「就 環境」は通勤 間 除 て悪 
（市 通勤率、職住比が低 、失業率が高い）

No.11

「所得」は全  に悪 ため 地域  
は良好ではな 

No.12

担当者 把握 て  地域の 情
も踏まえて具  な方策 考案

  に関す 施策は 地域  循環分析と
組 合わせ ことでよ 良 施策の 案 可能

【分析手順③】地域分析と施策の方向 の検討

15

分析の切 口 組 合わせ ことで 施策の方向 検討に向けた地域分析 行う

   解 す ことで
目指す目標 設定２

目指す目標 実現す 
ための施策 方策 検討３

指標結果 ー  
手引書 基に整理

解  た   の
設定１
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（４）参考：地域  循環分析と組 合わせた詳細分析 

地域指標分析と地域経済循環分析を組み合わせることで、より詳細な地域のすがたを想

像することができます。 

 

図 ３-6 地域指標分析と地域経済循環分析を組み合わせた分析のイメージ  

 

地域経済循環分析では、所得の循環構造や産業構造等、経済的な側面をより詳細に把握

することが可能です。 

地域指標分析においては、経済に加え、環境や社会に関連する指標を把握することが可

能であることから、これらを組み合わせることで、環境・経済・社会を統合的に分析・把

握することができます。 

例えば、地域経済循環分析によって「経済的な豊かさ」を分析し、地域指標分析によっ

て「人々の労働・子育て環境」等を把握することで、その地域における人々の生活像を分

析・把握することにつながります。



14 

 

 

３－３ 分析例 

３－２分析の手順を踏まえ、Ａ市（三大都市圏にある人口 1万人以上 5万人未満の中小

規模地域）の地域指標分析を解説します。 

（１）STEP1：各指標におけ 全国・ 規模地域との比較 

７つの地域のストック（安心・安全、教育・文化・生活、雇用・福祉、農林水産、経済・

産業、国土・交通、環境）と、３つの地域の成果（環境、社会・コミュニティ、経済・財

政）における各指標について、全国・同規模地域との比較・把握を行います。 

 
図 ３-7 各指標における全国・同規模地域との比較のイメージ 

  

【分析手順①】各指標 全国・ 規模地域と比較・把握す 

10

自動生成された各指標の偏差値グ    て全国・ 規模地域と比較・把握す 

グルーピングによ 
特徴 記載・把握３

 規模地域と比較
例）
同規模地域よりも偏差値が低い

２

全国・ 規模地域
との比較・把握

全国平均と比較
偏差値50以 ：全国平均より 
偏差値50以下：全国平均より下

１

実数値 把握４
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１）安心・安全 

 
図 ３-8 「安心・安全」における全国・同規模地域との比較① 

①全国平均と比較 

「人口当たりの警察署数」が全国平均よりも偏差値が高く、それ以外の指標は低くな

っています。 

② 規模地域と比較 

同規模地域と比較すると、「防犯設備（オートロック、防犯カメラ）のある共同住宅

に住む世帯の割合」の偏差値が特に低くなっていることが分かります。 

③グルーピングによ 特徴 記載 

「消防」に関するストック指標の偏差値は全国平均よりも低いことが分かります。 

  

30 35 40 45 50 55 60 65 70

人口当たりの警察署数

人口当たりの 防署数

人口当たりの 防 歳出

防犯設備（ ートロック、防犯カメ ）の る共同住宅に住む世帯の割合

偏差値

A市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

◼ 安心・安全分野のストックは、「人口当たりの警察署数」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「防犯設備（ ートロック、防犯カメ ）の る共同住宅に住む世帯の割合」で り、全国平均を下回るが、同規模地
域平均は 回る。

21

（1）地域のス   指標 ①安心・安全

消防

防犯

偏差値50以上

偏差値50以下
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図 ３-9 「安心・安全」における全国・同規模地域との比較② 

 

④実数値 把握 

「防犯設備のある共同住宅に住む世帯数の割合」が１.03％であり、全国平均の

15.05％や同規模地域の 10.24％と比較して低いことが分かります。 

（1）地域のス   指標 ①安心・安全

22

全国
順位
1,741

市区町村

全国平均
(実数値)

 規模地域平均A市

指標名No.

実数値偏差値実数値偏差値

49231.93 箇所/10万人22.89 箇所/10万人47.7534.25 箇所/10万人50.58人口当たりの警察署数1

74013.26 箇所/10万人7.85 箇所/10万人47.488.56 箇所/10万人47.82人口当たりの 防署数2

1,01937.68 千円/人28.06 千円/人48.1021.27 千円/人46.76人口当たりの 防 歳出3

89615.05 ％10.24 ％39.661.03 ％40.34
防犯設備（ ートロック、防犯カメ ）の る共同住宅に
住む世帯の割合

4

偏差値50以上

偏差値50以下
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２）教育・文化・生  

 
図 ３-10 「教育・文化・生活」における全国・同規模地域との比較① 

 

①全国平均と比較 

全国平均と比較すると、「人口当たりの図書館の面積」や「学校におけるインターネ

ット接続率（光ファイバ回線）」の偏差値は高く、「学校における教育用 PC１台当たり

の児童生徒数」や「人口当たりの研究機関数」の偏差値が低いことが分かります。 

② 規模地域と比較 

同規模地域と比べ、「人口当たりの大学数」「人口当たりの公民館数」「人口当たり

の研究機関数」等の偏差値が低くなっています。 

③グルーピングによ 特徴 記載 

「文化」や「教育・研究」に関するストック指標の偏差値は全国平均と比べて全体的

に低いことが分かります。 

  

30 35 40 45 50 55 60 65 70

人口当たりの図書館の面積

学校におけるインター ット接続率（光  イバ回線）

人口当たりの重要文化財の数

人口当たりの博物館の面積

義務教育における、児童・生徒1人当たりの教員数

人口当たりの大学数

人口当たりの体育施設の面積

人口当たりの公民館の面積

人口当たりの研究機 数

学校における教育用PC１台当たりの児童生徒数

偏差値

A市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

（1）地域のス   指標 ②教育・文化・生 

◼ 教育・文化分野のストックは、「人口当たりの図書館の面積」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「学校における教育用PC１台当たりの児童生徒数」で り、全国平均、同規模地域平均を共に下回る。

23

教
育
・
研
究

交
流
施
設

文化

偏差値50以上

偏差値50以下
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図 ３-11 「教育・文化・生活」における全国・同規模地域との比較② 

 

④実数値 把握 

「学校におけるインターネット接続率（光ファイバー回線）」は 100％である一方、

「学校における教育用 PC１台当たりの児童生徒数」が 7人/台程度であり、全国の 2.15

人/台、同規模地域の 2.06人/台と比べて PC台数が少ないことが分かります。 

 

  

24

（1）地域のス   指標 ②教育・文化・生 

全国
順位
1,741

市区町村

全国平均
(実数値)

 規模地域平均A市

指標名No.

実数値偏差値実数値偏差値

1190.05 ㎡/人0.05 ㎡/人49.430.14 ㎡/人59.93人口当たりの図書館の面積1

195.14 ％98.57 ％51.84100 ％52.61学校におけるインター ット接続率（光  イバ回線）2

51147.92 点/10万人47.74 点/10万人49.9845.66 点/10万人49.75人口当たりの重要文化財の数3

4240.03 ㎡/人0.02 ㎡/人49.600 ㎡/人49.28人口当たりの博物館の面積4

7320.12 人0.09 人47.200.1 人48.04義務教育における、児童・生徒1人当たりの教員数5

3690.43 校/10万人0.47 校/10万人50.270 校/10万人47.24人口当たりの大学数6

8542.5 ㎡/人1.42 ㎡/人47.411.26 ㎡/人47.00人口当たりの体育施設の面積7

1,1960.23 ㎡/人0.15 ㎡/人48.080.04 ㎡/人45.38人口当たりの公民館の面積8

1,19513.65 箇所/10万人12.77 箇所/10万人49.612.85 箇所/10万人45.19人口当たりの研究機 数9

1,6532.15 人/台2.06 人/台50.437 人/台28.31学校における教育用PC１台当たりの児童生徒数10

偏差値50以上

偏差値50以下
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３）雇 ・福祉 

 
図 ３-12 「雇用・福祉」における全国・同規模地域との比較① 

 

①全国平均と比較 

全国平均と比較し、「要介護・要支援者１人当たりの介護施設定員数」や「６歳未満

人口１人当たりの保育所利用定員数」の偏差値が高く、「大学・大学院卒就業者割合」

や「人口当たりの医師数」「人口当たりの病床数」等の偏差値が低いことが分かります。 

② 規模地域と比較 

同規模地域と比べても、「要介護・要支援者１人当たりの介護施設定員数」や「６歳

未満人口１人当たりの保育所利用定員数」等の偏差値は高く、「大学・大学院卒就業者

割合」や「人口当たりの医師数」「人口当たりの病床数」等の偏差値が低いことが分か

ります。 

③グルーピングによ 特徴 記載 

「介護・保育」のストックは比較的偏差値が高く、「雇用」や「医療」に関するスト

ック指標の偏差値が低いことが分かります。 

  

30 35 40 45 50 55 60 65 70

要介護・要  者1人当たりの介護施設定員数

6歳未満人口1人当たりの保育所利用定員数

要介護・要  者1人当たりの介護職員数

就業人口に占める 国人就業者割合

人口当たりの労  歳出

人口当たりの病床数

人口当たりの医師数

大学・大学院卒就業者割合

  ミ ー ポートセンター（育児）の有無

偏差値

A市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

（1）地域のス   指標 ③雇 ・福祉

◼ 雇用・福祉分野のストックは、「要介護・要  者1人当たりの介護施設定員数」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 
回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「  ミ ー ポートセンター（育児）の有無」で り、全国平均、同規模地域平均を共に下回る。

25

医療

介
護
・
保
育

雇
 

偏差値50以上

偏差値50以下
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図 ３-13 「雇用・福祉」における全国・同規模地域との比較② 

 

④実数値 把握 

「大学・大学院卒就業者割合」は 8.88％であり、同規模地域（17.09％）と比べて低

くなっていることが分かります。 

  

注：「  ミ ー ポートセンター（育児）の有無」の実数値は、有=1、無=0 としている。 26

（1）地域のス   指標 ③雇 ・福祉

全国
順位
1,741

市区町村

全国平均
(実数値)

 規模地域平均A市

指標名No.

実数値偏差値実数値偏差値

3040.18 人0.19 人50.640.25 人55.30要介護・要  者1人当たりの介護施設定員数1

5110.72 人0.68 人49.030.86 人53.876歳未満人口1人当たりの保育所利用定員数2

5040.11 人0.11 人50.490.12 人51.89要介護・要  者1人当たりの介護職員数3

7021.53 ％1.42 ％49.381.25 ％48.39就業人口に占める 国人就業者割合4

1,3061.12 千円/人0.49 千円/人48.980 千円/人48.19人口当たりの労  歳出5

9161078 床/10万人995 床/10万人49.23879 床/10万人48.16人口当たりの病床数6

1,014178.3 人/10万人162.6 人/10万人49.20119.9 人/10万人47.02人口当たりの医師数7

1,45814.98 ％17.09 ％53.098.88 ％41.07大学・大学院卒就業者割合8

1,0180.58 0.58 49.830 38.14  ミ ー ポートセンター（育児）の有無9

偏差値50以上

偏差値50以下
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４）農林水産 

 
図 ３-14 「農林水産」における全国・同規模地域との比較① 

 

①全国平均と比較 

全国平均と比較し、「耕地面積の割合」や「農業従業者数の割合」が全国平均よりも

偏差値が高く、「森林面積の割合」や「林業従業者数の割合」等が低いことが分かりま

す。 

② 規模地域と比較 

同規模地域と比較しても、「耕地面積の割合」や「農業従業者数の割合」の偏差値が

高く、「森林面積の割合」や「林業従事者数の割合」の偏差値が低くなっていることが

分かります。 

③グルーピングによ 特徴 記載 

「農業」に関するストック指標は比較的偏差値が高く、「林業・水産業」に関するス

トック指標の偏差値が低いことが分かります。 

  

30 35 40 45 50 55 60 65 70

耕地面積の割合

農業従 者数の割合

水産業従 者数の割合

人口当たりの水産 工場数

林業従 者数の割合

 林面積の割合

偏差値

A市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

◼ 農林水産分野のストックは、「耕地面積の割合」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「 林面積の割合」で り、全国平均、同規模地域平均を共に下回る。

27

（1）地域のス   指標 ④農林水産

偏差値50以上

偏差値50以下

農 

林 ・水産 
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図 ３-15 「農林水産」における全国・同規模地域との比較② 

 

④実数値 把握 

「耕地面積の割合」は 50.83％であり、地域面積の半分以上が耕地ということが分か

ります。 

一方、「人口当たりの水産加工場数」は 8.56箇所/10万人であり、全国平均・同規模

地域と比較して特に低いことが分かります。 

（1）地域のス   指標 ④農林水産

28

全国
順位
1,741

市区町村

全国平均
(実数値)

 規模地域平均A市

指標名No.

実数値偏差値実数値偏差値

3515 %17.55 %51.9050.83 %76.77耕地面積の割合1

4429.17 %4.6 %45.2113.29 %54.33農業従 者数の割合2

3441.12 %0.62 %48.610.7 %48.82水産業従 者数の割合3

49017.99 箇所/10万人15.81 箇所/10万人49.538.56 箇所/10万人47.97人口当たりの水産 工場数4

1,3900.6 %0.18 %47.150.01 %45.95林業従 者数の割合5

1,41450.4 %41.82 %47.0914.66 %37.90 林面積の割合6

偏差値50以上

偏差値50以下
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５）  ・産  

 
図 ３-16 「経済・産業」における全国・同規模地域との比較① 

①全国平均と比較 

全国平均と比較し、「人口当たりの商店街数」「人口当たりの消費の流入額」「金融

業従業者数の割合」の偏差値が高くなっています。 

一方、「新設事業所数の総事業所数に占める割合」や「廃業事業所数の総事業所数に

占める割合」等の偏差値が低いことが分かります。 

② 規模地域と比較 

同規模地域と比べ、「人口当たりの商店街数」「人口当たりの消費の流入額」の偏差

値は高くなっています。 

一方、「新設事業所数の総事業所数に占める割合」「廃業事業所数の総事業所数に占

める割合」の偏差値が特に低いことが分かります。 

③グルーピングによ 特徴 記載 

「地域の産業基盤」や「経済循環構造」のストックは比較的偏差値が高く、「産業の

新陳代謝」や「産業の支援体制」のストックの偏差値が低いことが分かります。 

30 35 40 45 50 55 60 65 70

人口当たりの商店街数

人口当たりの  の 入額

金融業従 者数の割合

人口当たりの所得の 入額

人口当たりの工業用地の面積

金融業の付 価値額 ェア

人口当たりの商工 歳出

人口当たりの地場産業 連施設数

新設 業所数の総 業所数に占める割合

廃業 業所数の総 業所数に占める割合

偏差値

A市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

産
 
の
新
陳
代
謝

（1）地域のス   指標 ⑤  ・産 

◼ 経済・産業分野のストックは、「人口当たりの商店街数」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「廃業 業所数の総 業所数に占める割合」で り、全国平均、同規模地域平均を共に下回る。

29

偏差値50以上

偏差値50以下
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図 ３-17 「経済・産業」における全国・同規模地域との比較② 

 

④実数値 把握 

「人口当たりの商店街数」は 31.39箇所/10万人であり、全国平均、同規模地域平均

と比較して指標が高いということが分かります。 

「人口当たりの地場産業関連施設数」は 5.71箇所/10万人であり、全国平均・同規模

地域と比較して特に少ないということが分かります。 

  

30

（1）地域のス   指標 ⑤  ・産 

全国
順位
1,741

市区町村

全国平均
(実数値)

 規模地域平均A市

指標名No.

実数値偏差値実数値偏差値

15413.25 箇所/10万人10.08 箇所/10万人47.8531.39 箇所/10万人62.31人口当たりの商店街数1

64-0.05 百万円/人-0.09 百万円/人49.610.79 百万円/人57.80人口当たりの  の 入額2

7240.6 ％0.64 ％51.120.63 ％50.73金融業従 者数の割合3

1,1810.76 百万円/人0.35 百万円/人49.140.59 百万円/人49.64人口当たりの所得の 入額4

4490.68 ㎡/人0.83 ㎡/人50.690.39 ㎡/人48.70人口当たりの工業用地の面積5

9090.88 ％0.96 ％51.390.76 ％48.07金融業の付 価値額 ェア6

1,27444.14 千円/人17.1 千円/人48.1511.41 千円/人47.76人口当たりの商工 歳出7

1,02619.58 箇所/10万人12.24 箇所/10万人48.325.71 箇所/10万人46.83人口当たりの地場産業 連施設数8

1,12012.41 ％12.56 ％50.259.61 ％45.39新設 業所数の総 業所数に占める割合9

1,2478.86 ％7.82 ％52.8510.55 ％45.38廃業 業所数の総 業所数に占める割合10

偏差値50以上

偏差値50以下
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６）国土・交通 

 
図 ３-18 「国土・交通」における全国・同規模地域との比較① 

 

①全国平均と比較 

全国平均と比較し、「住宅保有率」や「住宅床面積」、「道路実延長」や「人口当た

りの自動車保有台数」等の偏差値が高く、「徒歩圏に介護施設がある世帯の割合」、「徒

歩圏に医療機関がある世帯の割合」、「液状化被害の発生リスク」、「津波の発生リス

ク」等の偏差値が低いことが分かります。 

② 規模地域と比較 

同規模地域と比べても、「住宅保有率」や「住宅床面積」、「道路実延長」や「人口

当たりの自動車保有台数」等の偏差値が高く、「徒歩圏に介護施設がある世帯の割合」、

「徒歩圏に医療機関がある世帯の割合」、「液状化被害の発生リスク」「津波の発生リ

スク」等の偏差値が低いことが分かります。 

③グルーピングによ 特徴 記載 

「住宅」や「交通」のストックは比較的偏差値が高く、「都市構造」や「都市インフ

ラ」、「観光・イベント」のストックの偏差値が低いことが分かります。 

30 35 40 45 50 55 60 65 70

住宅保有率（持 家比率）

道路実延長（対域 面積比）

住宅床面積

人口当たりの 動車保有台数

土砂災害の発生 スク

火山被害の発生 スク

洪水浸水想定区域面積の割合

人口当たりの災害復旧 歳出

公共交通の徒歩圏充足率

緑被率

空き家率

人口1人当たりの地域で開催 れるお祭り の参 者数

人口当たりの河川 歳出

人口当たりの観光  数

人口当たりのカー ェアステー ョン数

無電柱化推進計画又は条例の策定有無

高齢者人口当たりのデマン バス便数

人口当たりの公園面積

人口当たりの土  歳出

人口当たりの集客施設数

徒歩圏に公民館・集会所が る世帯の割合

市街化区域に住んでいる人口の割合

DID人口密度

津波の発生 スク

徒歩圏に介護施設が る世帯の割合

徒歩圏に医療機 が る世帯の割合

徒歩圏に緊急避難所が る世帯の割合

徒歩圏に店舗が る世帯の割合

下水道・浄化槽処理人口普及率

液状化被害の発生 スク

30年以 に震度6弱に見舞われる確率

偏差値

A市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

（1）地域のス   指標 ⑥国土・交通

◼ 国土・交通分野のストックは、「住宅保有率（持 家比率）」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「30年以 に震度6弱に見舞われる確率」で り、全国平均、同規模地域平均を共に下回る。

31

偏差値50以上

偏差値50以下
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図 ３-19 「国土・交通」における全国・同規模地域との比較② 

 

④実数値 把握 

「人口当たりの自動車保有台数」は、1.1台/人であることから、平均値としては 1人

１台の自動車を保有していることが分かります。 

「30年以内に震度 6弱に見舞われる確率」が 77.63％であり、全国平均・同規模地域

よりも確率が高いことが分かります。 

全国
順位
1,741

市区町村

全国平均
(実数値)

 規模地域平均A市

指標名No.
実数値偏差値実数値偏差値

9971.37 %64.82 %46.3086.15 %62.50住宅保有率（持 家比率）1

3335.32 km/㎢8.01 km/㎢55.389.49 km/㎢58.32道路実延長（対域 面積比）2

233111.06 ㎡97.45 ㎡43.70128.08 ㎡57.18住宅床面積3

1490.88 台/人0.83 台/人48.561.1 台/人56.59人口当たりの 動車保有台数4

6120.04 0.05 47.920.01 56.14土砂災害の発生 スク5

10.31 0.13 51.970 53.44火山被害の発生 スク6

13.91 ％3.4 ％50.400 ％53.03洪水浸水想定区域面積の割合7

90816.29 千円/人2.68 千円/人52.281.18 千円/人52.53人口当たりの災害復旧 歳出8

46056.28 ％47.19 ％41.6459.78 ％52.01公共交通の徒歩圏充足率9

1,10075.57 %69.23 %47.3978.32 %51.13緑被率10

61614.88 %12.26 %41.1114.48 %50.69空き家率11

1,1433.67 人2.45 人49.590.3 人48.87人口1人当たりの地域で開催 れるお祭り の参 者数12

1,4292.79 千円/人1.76 千円/人49.120.09 千円/人47.69人口当たりの河川 歳出13

83453.53 箇所/10万人38.97 箇所/10万人49.0517.12 箇所/10万人47.63人口当たりの観光  数14

4222.71 箇所/10万人0.28 箇所/10万人47.720 箇所/10万人47.46人口当たりのカー ェアステー ョン数15

1100.06 0.03 48.460 47.41無電柱化推進計画又は条例の策定有無16

49971.83 便/10万人18.24 便/10万人48.060 便/10万人47.40高齢者人口当たりのデマン バス便数17

1,29826.05 ㎡/人17.24 ㎡/人48.826.05 ㎡/人47.32人口当たりの公園面積18

1,71291.51 千円/人47.18 千円/人47.1020.55 千円/人45.36人口当たりの土  歳出19

1,48330.03 箇所/10万人25.53 箇所/10万人49.172.85 箇所/10万人45.00人口当たりの集客施設数20

81267.08 ％59.1 ％42.9856.37 ％44.94徒歩圏に公民館・集会所が る世帯の割合21

69329.25 ％44.87 ％53.970 ％42.56市街化区域に住んでいる人口の割合22

8162531.81 人/㎢2830.18 人/㎢50.880 人/㎢42.51DID人口密度23

1,6280.09 0.19 46.950.39 40.36津波の発生 スク24

98732.17 ％22.55 ％39.1510.48 ％39.01徒歩圏に介護施設が る世帯の割合25

1,00740.98 ％30.2 ％39.4814.75 ％37.65徒歩圏に医療機 が る世帯の割合26

1,00255.64 ％47.51 ％41.8824.61 ％36.75徒歩圏に緊急避難所が る世帯の割合27

99573.42 ％59.21 ％40.3652.77 ％36.64徒歩圏に店舗が る世帯の割合28

1,63683.8 ％85.61 ％51.1051.8 ％30.62下水道・浄化槽処理人口普及率29

1,6321.47 1.68 46.882.9 28.13液状化被害の発生 スク30

1,72219.23 ％29.97 ％44.9777.63 ％22.6730年以 に震度6弱に見舞われる確率31

注３：「無電柱化推進計画又は条例の策定有無」の実数値は、有=1、無=0 としている。「液状化の発生 スク」の実数値は、最も スクが無い場合を0、最も スクが高い場合を5とした6段階評価方式の数値。「津波の発生
 スク」の実数値は、最も スクが無い場合を0、最も スクが高い場合を8とした9段階評価方式の数値。「火山の発生 スク」の実数値は、最も スクが無い場合を0、最も スクが高い場合を3とした4段階評価方式の数値。
「土砂災害の発生 スク」の実数値は、最も スクが無い場合を0、最も スクが高い場合を2とした3段階評価方式の数値。

注１：「DID人口密度」の「DID」は、人口集中地区の略で り、基本的に市区町村の区域 で人口密度が4,000人/㎢以 の基本単位区が互いに隣接して人口が5,000人以 となる地区のことで る。
注２：緑被地は、総面積に占める 林、公園、田、ゴル 場等の緑被地の割合で る。

32

（1）地域のス   指標 ⑥国土・交通

偏差値50以上

偏差値50以下
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７）環境（ス   ） 

 

図 ３-20 「環境（ストック）」における全国・同規模地域との比較① 

 

①全国平均と比較 

全国平均と比較し、「人口当たりの清掃費歳出」や「資源循環ビジネスの付加価値額

シェア」の偏差値が高く、「二重以上のサッシ又は複層ガラス窓が設置されている住宅

の割合」や「太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合」等の偏差値が低いことが分

かります。 

② 規模地域と比較 

同規模地域と比較しても、「人口当たりの清掃費歳出」や「資源循環ビジネスの付加

価値額シェア」等の偏差値が高く、「二重以上のサッシ又は複層ガラス窓が設置されて

いる住宅の割合」や「太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合」等の偏差値が低い

ことが分かります。 

③グルーピングによ 特徴 記載 

「資源循環」に関するストック指標は比較的偏差値が高く、「脱炭素」や「生活環境」、

「自然環境」に関するストック指標の偏差値が低いことが分かります。  

30 35 40 45 50 55 60 65 70

人口当たりの清掃 歳出

  循環 ジ スの付 価値額 ェア

人口当たりの   導入量

人口1人当たりの河川・ダ 湖の1日当たり利用者数

廃棄物処理業従 者数の割合

人口当たりの水素ステー ョン数

人口当たりの地域  （  景観  ）数

太陽熱を利用した温水機器等が る住宅の割合

人口当たりの環境NPOの数

生物  性地域戦略の策定有無

人口当たりのEV充電スタン の充電口数

 域水循環計画の策定有無

二重以 の ッ 又は複層ガ スの窓が設置 れている住宅の割合

太陽光を利用した発電機器が る住宅の割合

地球温暖化対策推進法に基  地方公共団体実行計画の策定有無

偏差値

A市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

（1）地域のス   指標 ⑦環境

◼ 環境分野のストックは、「人口当たりの清掃 歳出」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「地球温暖化対策推進法に基  地方公共団体実行計画の策定有無」で り、全国平均、同規模地域平均を共
に下回る。

33

偏差値50以上

偏差値50以下
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図 ３-21 「環境（ストック）」における全国・同規模地域との比較② 

 

④実数値 把握 

「人口当たりの清掃費歳出」は 92.15千円/人であり、全国平均・同規模地域の約 3倍

程度の歳出となっていることが分かります。 

「太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合」は 3.81％であり、全国平均・同規模

地域よりもやや低いことが分かります。 

「二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓が設置されている住宅の割合」は 23.04％で

あり、全国平均よりも約９％低くなっていることが分かります。 

（1）地域のス   指標 ⑦環境

注１：「地球温暖化対策推進法に基  地方公共団体実行計画の策定有無」、「生物  性地域戦略の策定有無」、「 域水循環計画の策定有無」の実数値は、有=1、無=0 としている。
注２：「河川・ダ 湖の1日当たり利用者数」は、 にスポーツ、釣り、ボート、散策等のレジャー目的の利用者の数。 34

全国
順位
1,741

市区町村

全国平均
(実数値)

 規模地域平均A市

指標名No.
実数値偏差値実数値偏差値

4128.37 千円/人23.6 千円/人48.7592.15 千円/人66.76人口当たりの清掃 歳出1

3461.11 ％1.31 ％52.121.58 ％55.00  循環 ジ スの付 価値額 ェア2

5161.28 kW/人1.01 kW/人48.911.21 kW/人49.72人口当たりの   導入量3

8006.82 人3.6 人49.590 人49.13人口1人当たりの河川・ダ 湖の1日当たり利用者数4

8140.33 ％0.29 ％49.100.29 ％48.99廃棄物処理業従 者数の割合5

1120.08 箇所/10万人0.18 箇所/10万人51.480 箇所/10万人48.89人口当たりの水素ステー ョン数6

1,23381.27 箇所/10万人19.59 箇所/10万人48.340 箇所/10万人47.81人口当たりの地域  （  景観  ）数7

5415.79 ％4.66 ％40.944.59 ％47.57太陽熱を利用した温水機器等が る住宅の割合8

95117.37 法人/10万人12.41 法人/10万人48.488.56 法人/10万人47.30人口当たりの環境NPOの数9

1200.07 0.04 48.790 47.29生物  性地域戦略の策定有無10

91937.1 箇所/10万人35.5 箇所/10万人49.6822.8 箇所/10万人47.13人口当たりのEV充電スタン の充電口数11

2250.13 0 46.160 46.16 域水循環計画の策定有無12

78532.6 ％23.27 ％39.0323.04 ％44.32
二重以 の ッ 又は複層ガ スの窓が設置 れている住宅の割
合

13

7775.66 ％5.38 ％43.613.81 ％43.70太陽光を利用した発電機器が る住宅の割合14

5390.31 0.15 46.600 43.31
地球温暖化対策推進法に基  地方公共団体実行計画の策
定有無

15

偏差値50以上

偏差値50以下



29 

 

 

８）環境（成果） 

 
図 ３-22 「環境（成果）」における全国・同規模地域との比較① 

 

①全国平均と比較 

全国平均と比較し、「硫黄酸化物年平均値」や「１人１日当たりのごみ排出量（家庭

部門）」等の偏差値が高く、「河川の BOD」や「湖沼の COD」等の偏差値が低いことが分

かります。 

② 規模地域と比較 

同規模地域と比べても、「硫黄酸化物年平均値」や「１人１日当たりのごみ排出量（家

庭部門）」、等の偏差値が高く、「河川の BOD」や「湖沼の COD」等の偏差値が低いこと

が分かります。 

③グルーピングによ 特徴 記載 

「きれいな空気」や「廃棄物の削減」に関する成果指標は比較的偏差値が高く、「良

質な水質」や「CO2排出量の削減」に関する成果指標の偏差値が低いことが分かります。 

  

20 30 40 50 60 70 80

硫黄酸化物年平均値

1人1日当たりのごみ排出量（家庭部門）

窒素酸化物年平均値

PM2.5年平均値

1人1日当たりの最終処分量

海域のCOD

人口当たりの民生部門のCO2排出量

ごみ搬入量に占める有害廃棄物の割合

 生可能  ル ーの生産額割合

人口当たりの 輸部門のCO2排出量

人口当たりの産業部門のCO2排出量

ごみの  イクル率

河川のBOD

湖沼のCOD

偏差値

A市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

（2）地域の成果指標 ①環境

◼ 環境分野の成果は、「硫黄酸化物年平均値」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「湖沼のCOD」で り、全国平均、同規模地域平均を共に下回る。

36

偏差値50以上

偏差値50以下
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図 ３-23 「環境（成果）」における全国・同規模地域との比較② 

 

④実数値 把握 

「１人１日当たりのごみ排出量（家庭部門）」は 499.12ｇ/人日であり、全国平均よ

り、同規模地域よりも少なくなっていることが分かります。 

「ごみのリサイクル率」は 17.38％であり、全国・同規模地域よりも 3％以上低くな

っていることが分かります。 

 

注１：「河川のBOD」の環境基準値は「1 mg/L」（AA類型）、「湖沼のCOD」の環境基準値は「1mg/L」（AA類型）、「海域のCOD」の環境基準値は「2mg/L」（A類型）。
注２：「 生可能  ル ーの生産額割合」は、地域の電気業の生産額（売 額）に占める 生可能  ル ー発電の生産額（売 額）の割合。 37

全国
順位
1,741

市区町村

全国平均
(実数値)

 規模地域平均A市

指標名No.
実数値偏差値実数値偏差値

1310 ppb0 ppb47.660 ppb64.89硫黄酸化物年平均値1

87687.65 g/人日688.45 g/人日49.95499.12 g/人日62.291人1日当たりのごみ排出量（家庭部門）2

1210.01 ppb0.01 ppb46.340.01 ppb58.91窒素酸化物年平均値3

6629 μg/m39.05 μg/m349.728.2 μg/m354.98PM2.5年平均値4

547292.04 g/人日213.86 g/人日52.77156.9 g/人日54.781人1日当たりの最終処分量5

7272.13 mg/L2.53 mg/L43.221.87 mg/L54.38海域のCOD6

4072.67 t/人2.11 t/人53.612.06 t/人53.94人口当たりの民生部門のCO2排出量7

10.26 ％0.17 ％50.520 ％51.59ごみ搬入量に占める有害廃棄物の割合8

85651.58 ％57.47 ％51.6955.93 ％51.25 生可能  ル ーの生産額割合9

1,4692.29 t/人1.88 t/人51.682.66 t/人48.48人口当たりの 輸部門のCO2排出量10

1,4694.07 t/人4 t/人50.076.12 t/人47.65人口当たりの産業部門のCO2排出量11

94820.67 %20.94 %50.2117.38 %47.47ごみの  イクル率12

1,6611.27 mg/L1.46 mg/L47.052.55 mg/L29.57河川のBOD13

1,7003.62 mg/L4.06 mg/L47.267.81 mg/L23.73湖沼のCOD14

（2）地域の成果指標 ①環境

偏差値50以上

偏差値50以下
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９）社会・コミュニティ 

 
図 ３-24 「社会・コミュニティ」における全国・同規模地域との比較① 

 

①全国平均と比較 

全国平均と比較し、「高等教育（大学）への進学率」や「就業率の男女間格差」等の

偏差値が高く、「30年以内に発生する地震による被害リスク（震度 6弱）」、「液状化

による被害リスク」、「合計特殊出生率」等の偏差値が低いことが分かります。 

② 規模地域と比較 

「要介護認定者の、６５歳以上人口に占める割合」「相対的貧困率」「人口当たりの

建物火災出火件数」の偏差値は全国平均より高いものの、同規模地域よりも低いことが

分かります。 

③グルーピングによ 特徴 記載 

「子育て環境」「安心・安全」に関する成果の偏差値が比較的低いことが分かります。 

 

30 35 40 45 50 55 60 65 70

高等教育（大学） の進学率

就業率の男女間格差

役員比率の男女間格差

土砂災害による被害 スク

洪水浸水想定区域の居住人口の割合

要介護認定者の、65歳以 人口に占める割合

火山による被害 スク

待機児童数の保育所申込者数に対する割合

水害被害額のGRPに占める割合

人口当たりの糖尿病、心血管疾患の死亡者数

相対的貧困率

人口当たりの建物火災出火件数

平均寿命

私 ・国 小学校の割合

人口当たりの 殺死亡者数

非正規雇用の割合

人口当たりの交通 故死亡者数

津波による被害 スク

私 ・国 中学校の割合

人口当たりの刑法犯認知件数

5歳未満児の死亡率

非正規雇用の割合の男女間格差

5歳未満人口割合

合計特殊出生率

液状化による被害 スク

30年以 に発生する地震による被害 スク（震度6弱）

偏差値

●●市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

（2）地域の成果指標 ②社会・コミュニティ

◼ 社会・コミュニティ分野の成果は、「高等教育（大学） の進学率」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「30年以 に発生する地震による被害 スク（震度6弱）」で り、全国平均、同規模地域平均を共に下回る。

38

偏差値50以上

偏差値50以下
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図 ３-25 「社会・コミュニティ」における全国・同規模地域との比較② 

 

④実数値 把握 

「人口当たりの交通事故死亡者数」は 8.56 人/10 万人であり、全国平均よりも 2 倍

近く多くなっていることが分かります。 

「人口当たりの刑法犯認知件数」は 573.63件/10万人であり、全国平均よりも約 200

件/10万人、同規模地域よりも約 160件/10万人多くなっていることが分かります。 

「30年以内に発生する地震による被害リスク（震度 6弱）」は 85.62％であり、全国

平均、同規模地域よりも特に高いことが分かります。 

注：「液状化の被害 スク」の実数値は、最も スクが無い場合を0、最も スクが高い場合を5とした6段階評価方式の数値。「津波の被害 スク」の実数値は、最も スクが無い場合を0、
最も スクが高い場合を8とした9段階評価方式の数値。「火山の被害 スク」の実数値は、最も スクが無い場合を0、最も スクが高い場合を3とした4段階評価方式の数値。「土砂
災害の被害 スク」の実数値は、最も スクが無い場合を0、最も スクが高い場合を2とした3段階評価方式の数値。

39

全国
順位
1,741

市区町村

全国平均
(実数値)

 規模地域平均A市

指標名No.
実数値偏差値実数値偏差値

19330.39 ％31.26 ％50.3463.17 ％62.97高等教育（大学） の進学率1

16215.46 ％14.91 ％51.7212.32 ％59.88就業率の男女間格差2

35150.84 ％51.99 ％48.5745.08 ％57.16役員比率の男女間格差3

4460.05 0.05 50.270 55.10土砂災害による被害 スク4

19.1 ％9.22 ％49.940 ％54.05洪水浸水想定区域の居住人口の割合5

60418.61 ％17.51 ％53.5617.53 ％53.47要介護認定者の、65歳以 人口に占める割合6

10.27 0.12 51.840 53.38火山による被害 スク7

10.38 ％0.51 ％48.890 ％53.24待機児童数の保育所申込者数に対する割合8

10.78 ％0.23 ％51.900 ％52.71水害被害額のGRPに占める割合9

86625.65 人/10万人21.12 人/10万人51.7919.98 人/10万人52.25人口当たりの糖尿病、心血管疾患の死亡者数10

57038.89 ％29.54 ％43.9537.98 ％51.04相対的貧困率11

1,05821.72 件/10万人18.24 件/10万人51.4719.98 件/10万人50.74人口当たりの建物火災出火件数12

1,29284.46 歳84.72 歳51.2484.1 歳48.31平均寿命13

1690.72 ％0.47 ％49.240 ％47.80私 ・国 小学校の割合14

1,33718.1 人/10万人16.3 人/10万人51.0322.83 人/10万人47.30人口当たりの 殺死亡者数15

1,09034.66 ％38.1 ％42.1736.05 ％46.84非正規雇用の割合16

1,4714.86 人/10万人3.59 人/10万人51.258.56 人/10万人46.37人口当たりの交通 故死亡者数17

1,5590.09 0.17 47.750.22 46.34津波による被害 スク18

3033.12 ％2.91 ％49.760 ％46.33私 ・国 中学校の割合19

1,563353.8 件/10万人408.83 件/10万人48.88573.63 件/10万人45.53人口当たりの刑法犯認知件数20

1,5592.84 人/千人3.29 人/千人49.466.8 人/千人45.225歳未満児の死亡率21

1,31032.95 ％36.56 ％43.5536.95 ％42.85非正規雇用の割合の男女間格差22

1,3953.19 ％3.06 ％48.512.46 ％41.755歳未満人口割合23

1,5681.41 人1.33 人45.951.18 人39.25合計特殊出生率24

1,6032.13 2.28 48.343.53 33.86液状化による被害 スク25

1,70826.78 ％38.69 ％45.3085.62 ％26.8030年以 に発生する地震による被害 スク（震度6弱）26

（2）地域の成果指標 ②社会・コミュニティ

偏差値50以上

偏差値50以下
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１０）  ・財政 

 

図 ３-26 「経済・財政」における全国・同規模地域との比較① 

  

①全国平均と比較 

全国平均と比較し、「産業の多様性（エントロピー指数）」や「経常収支比率」等の

偏差値が高く、「人口当たりの雇用者所得」「職住比」「失業率」等の偏差値が低いこ

とが分かります。 

② 規模地域と比較 

「製造業付加価値額シェア」は全国平均よりも高いですが、同規模地域よりも低くな

っています。また、「財政力指数」「通勤の公共交通利用率」「自主財源比率」「人口

当たりの雇用者所得」の同規模地域の偏差値が全国平均よりも高いのに対し、A市では

全国平均よりも低くなっていることが分かります。 

③グルーピングによ 特徴 記載 

「所得」や「就業環境」の成果の偏差値が低いことが分かります。 

30 35 40 45 50 55 60 65 70

産業の  性（ ントロピー指数）

経常収 比率

人口当たりの所得の 入額（=  と投 の 入額）

人口当たりの水揚 量（海面）

農業の労 生産性

農業の付 価値額 ェア

実質公債 比率

製造業付 価値額 ェア

通勤 間

小売業付 価値額 ェア

人口当たりの  ル ー代金の 入額

水産業の労 生産性

財政力指数

水産業の付 価値額 ェア

林業の労 生産性

第3次産業の労 生産性

第2次産業の労 生産性

人口当たりのその他所得

通勤の公共交通利用率

人口当たりの観光入込客数（私用 入）

林業の付 価値額 ェア

人口当たりの物 の集中量

市 通勤率

  財 比率

職住比

失業率

人口当たりの雇用者所得

偏差値

A市 同規模地域（1万人以 ～5万人未満）※三大都市圏の平均 全国平均

（2）地域の成果指標 ③  ・財政

◼ 経済・財政分野の成果は、「産業の  性（ ントロピー指数）」の偏差値が最も高 、全国平均、同規模地域平均をともに 回る。

◼ 最も偏差値の低い指標は、「人口当たりの雇用者所得」で り、全国平均、同規模地域平均を共に下回る。

40

偏差値50以上

偏差値50以下
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図 ３-27 「経済・財政」における全国・同規模地域との比較② 

④実数値 把握 

「農業の労働生産性」は 3.58 百万円/人であり、全国平均よりも約 0.7 百万円/人、

同規模地域よりも約 1.3百万円/人ほど、生産性が高くなっていることが分かります。 

「農業の付加価値額シェア」は 6.75％であり、同規模地域よりも 5％以上高いことが

分かります。 

「失業率」は 4.48％であり、全国平均・同規模地域よりも 0.7％以上高くなっている

ことが分かります。 

「人口当たりの雇用者所得」は 1.64百万円/人であり、全国平均・同規模地域よりも

0.5百万円/人以上低いことが分かります。 

  

注１：「産業の  性（ ントロピー指数）」は、産業の 角化の程度を表す指標で り、一部の産業の付 価値額 ェアが突出しているほ 値がゼロに近  指標で る。
注２：「雇用者所得」および「その他所得」は居住地ベースの値で る。 41

全国
順位
1,741

市区町村

全国平均
(実数値)

 規模地域平均A市

指標名No.
実数値偏差値実数値偏差値

2932.7 2.78 52.702.96 58.41産業の  性（ ントロピー指数）1

37389.87 ％90.17 ％50.4994.5 ％57.47経常収 比率2

78-0.13 百万円/人-0.1 百万円/人50.290.66 百万円/人56.15人口当たりの所得の 入額（=  と投 の 入額）3

790.11 t/人0.08 t/人49.470.51 t/人56.04人口当たりの水揚 量（海面）4

4212.81 百万円/人2.29 百万円/人47.023.58 百万円/人54.29農業の労 生産性5

3394.24 ％1.53 ％45.746.75 ％53.93農業の付 価値額 ェア6

5687.18 ％7.28 ％49.765.8 ％53.23実質公債 比率7

61921.2 ％29.41 ％54.7424.35 ％51.82製造業付 価値額 ェア8

64825.77 分23.38 分39.0124.6 分51.14通勤 間9

7835.65 ％5.7 ％50.195.91 ％50.97小売業付 価値額 ェア10

773-0.04 百万円/人-0.2 百万円/人49.65-0.14 百万円/人49.76人口当たりの  ル ー代金の 入額11

6333.79 百万円/人2.86 百万円/人48.863.51 百万円/人49.66水産業の労 生産性12

7860.51 0.63 54.110.49 49.45財政力指数13

3350.68 ％0.47 ％49.130.35 ％48.62水産業の付 価値額 ェア14

7854.37 百万円/人2.86 百万円/人48.742.33 百万円/人48.29林業の労 生産性15

1,0288.1 百万円/人8.15 百万円/人50.167.51 百万円/人48.13第3次産業の労 生産性16

98910.07 百万円/人10.41 百万円/人50.437.86 百万円/人47.20第2次産業の労 生産性17

1,3562.73 百万円/人1.93 百万円/人47.151.82 百万円/人46.74人口当たりのその他所得18

75215.67 ％22.02 ％53.7910 ％46.62通勤の公共交通利用率19

1,62410.8 人・回/人5.2 人・回/人48.070.42 人・回/人46.43人口当たりの観光入込客数（私用 入）20

1,3690.31 ％0.09 ％47.300 ％46.29林業の付 価値額 ェア21

1,2750.15 トン/日/人0.12 トン/日/人48.440.08 トン/日/人46.23人口当たりの物 の集中量22

1,07060.15 ％45.18 ％42.5251.65 ％45.75市 通勤率23

1,09330.14 ％34.22 ％53.8925.24 ％45.34  財 比率24

1,3500.49 0.48 48.030.45 43.13職住比25

1,4333.64 ％3.76 ％49.034.48 ％42.79失業率26

1,6052.17 百万円/人2.25 百万円/人51.321.64 百万円/人41.18人口当たりの雇用者所得27

（2）地域の成果指標 ③  ・財政

偏差値50以上

偏差値50以下
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（２）STEP2：地域の特徴（長所・短所） 整理 

分野・項目・指標などの長所と短所を整理することで、全国・同規模地域を比較した地

域の特徴を把握します。 

図 ３-28の例では、「項目」ごとに長所と短所を整理していますが、地域の実情に応じ

て分野ごと、もしくは各指標について整理することも考えられます。 

また、図 ３-28の例では、全国平均と比較した際の長所と短所を記載していますが、同

規模地域と比較した長所と短所についても整理することで、地域の特徴をより詳細に把握

し、有効な施策を検討することができます。 

 

 
図 ３-28 項目ごとに地域の特徴（長所・短所）を整理した例 

 

  

48

長所・短所の分析イメージ

長所も  は短所分野No.

「介護・保育」は ァミリーサポー センターの有無 除 て良 雇 ・福祉１

「医療」は無医地区数 除 て悪  地域の医療 制は不十分雇 ・福祉２

「農 」は全  に良  農  盛んな地域農林水産３

「水産 」は全  に悪 国土・交通４

「都市構造」は徒歩圏に公民館・集会場   世帯 除 て悪 国土・交通５

「   」はゼロカーボン ティ表明の有無 除 て悪 ため    に関す 取組は不十分環境６

「CO2排 量の削減」は民生部門 除 て悪 環境（成果）７

「大気質」は全  に良  空気 きれ な地域環境（成果）８

「災害によ 被害リス 」では 地震に関係す 災害の被害リス  高 社会 コミュニティ９

「子育て環境」は待機児童数 除 て悪 社会・コミュニティ１０

「就 環境」は通勤 間 除 て悪   ・財政１１

「所得」は全  に悪 ため 地域  は良好ではな   ・財政１２

◼演習 ー に分析す 地域の長所と短所 記載 て ださ 

長所は赤色 短所は青色で記載



36 

 

 

（３）STEP３：施策の方向 の検討 

１）施策の方向 の検討の前提 

施策の方向性の検討に当たっては、以下の４点を前提としてください。 

◼ 施策の方向性は、理想的なまちの将来像の実現に向け、担当者の主観・肌感覚と、

客観的な地域指標分析の結果の両面を整合的に検討するものです。 

◼ 留意すべき点として、客観的なデータから導き出された結果から、全ての分野・指

標を満遍なく高い数値に引き上げることが、理想的なまちの将来像に向けた施策

の方向性とは限りません。 

◼ また、地域指標分析は、客観的データの分析によって正解的な１つの施策に導くよ

うなものではなく、その地域を踏まえた多様な施策の方向性を検討するためのも

のです。 

◼ 理想的には、地域における行財政状況等を踏まえつつ、客観的データを基に優先的

に強化すべき対策・施策を担当者自身で考えていくことが重要となります。 

２）検討の手順 

上記の４点を前提に、以下の手順で、施策の方向性及び具体的な方策を検討します。 

◼ 地域の分析項目を参考に、担当者自身が必要だと考える地域の課題（短所）を記載

します。 

◼ 次に、課題を解決することで「目指す目標」を記載します。 

◼ 最後に、上記の目指す目標を実現するための「施策の方向性」及び「具体的な方策」

を検討し記載します。 
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３）施策の方向 の検討イメージ 

 
図 ３-29 地域指標分析のイメージ 

①解  た   （短所） 記載 

ここでは、解決したい課題として「「医療」は無医地区数を除いて悪く、地域の医療

体制は不十分」であることをあげます。 

②目指す目標の設定 

上記を踏まえ、目指す目標を「住民誰もが必要な医療を受けられる地域」とします。

なお、実務において目指す目標は、完璧な姿ではなく、地域の実情（リソース等）

を考慮して達成可能な目標とする必要があります。 

③施策の方向 及び具  な方策の検討 

設定した目指す目標を実現するために、施策の方向性及び具体的な方策を検討します。

施策の方向性は、目標に近づくための手段の方針を示すものであり、具体的な方策は施

策の方向性を具体化した「事業」です。 

具体的な方策は、本ツールにおける客観的な指標に加え、担当者が把握している地域

の事情も踏まえて考案する必要があります。 

  

50

A施策の方向  具  な方策の検討イメージ

具  な方策施策の方向 目指す目標
解  た   
（短所）

・訪問看護制度の導入
・ ン イン受診制度の導入
・在宅医療のための医療 材確保

在宅医療の推進
住民誰も 必要な医療 受けられ 
地域

「医療」は無医地区数 除 て悪  地域
の医療 制は不十分

No.2

・企 バスの導入促進
・バス路線の再編

通勤におけ 公共交通の利 促進に
よ 運輸部門のCO2排 量削減
（通勤の公共交通利用率が低いため）

2050年ゼロカーボン ティの実現「CO2排 量の削減」は民生部門 除 
て悪 
（産業部門・ 輸部門のCO2排出量が い）

No.7

・防災対策と連携 た 地適正化計画の策定
・居住誘導区域におけ 防災対策の推進
・居住誘導区域におけ 生 利便施設の 地
促進

災害リス の低 市街地への住宅・生
 利便施設の 地誘導

安全で快適な都市の形成

「都市構造」は徒歩圏に公民館・集会場
   世帯 除 て悪 

No.5

「災害によ 被害リス 」では 地震に関
係す 災害の被害リス  高 

No.9

・食品加工 の誘致 創 支援
・農 製品の地域ブ ンド化 PR 動
・地域農 製品の販売施設創 

地域の  で  農   か た６
次産 化によ 地域雇 の創 

就 環境 良好な地域

「就 環境」は通勤 間 除 て悪 
（市 通勤率、職住比が低 、失業率が高い）

No.11

「所得」は全  に悪 ため 地域  
は良好ではな 

No.12

担当者 把握 て  地域の 情
も踏まえて具  な方策 考案

  に関す 施策は 地域  循環分析と
組 合わせ ことでよ 良 施策の 案 可能
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４．指標・項目・地域分析項目の解説 

４－１ 「指標」の解説 

（１）安心・安全 

No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

1  

防犯設備（ ート

ロック、防犯カメ

 ）の る共同住

宅に住む世帯の

割合 

総 務 省 「 住

宅・土地統計

調査」 

2023 % 

共同住宅数に占める防犯

設備（ ートロック、防犯カ

メ ）の る共同住宅数の

割合 

偏差値が高いほ 、

防犯設備の る共

同住宅に住む世帯

数の割合が高い 

2  人口当たりの警察

署数 

国土交通省

「国土数値情

報」 

2012 

箇 所

/10万

人 

人口 10万人 たりの警察

署（警察本部、警察署、

交番、派出所な ）の数 

偏差値が高いほ 、

人口当たりの警察署

数が い 

3  人口当たりの 防

 歳出 

総務省「市町

村別決算状

況調」 

2023 
千円 /

人 

人口 1 人当たりの 防 

（ 防職員の人件 、 

防車両の整備 な ）の

歳出 

偏差値が高いほ 、

人口当たりの 防 

歳出が高い 

4  人口当たりの 防

署数 

国土交通省

「国土数値情

報」 

2012 

箇 所

/10万

人 

人口 10万人 たりの 防

署（ 防本部、 防署、

分署・出張所）の数 

偏差値が高いほ 、

人口当たりの 防署

数が い 

 

（２）教育・文化・生  

No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

5  
人口当たりの図書
館の面積 

総務省「公共
施設状況調
経年比較表」 

2022 ㎡/人 
人口 1 人当たりの図書館
の面積 

偏差値が高いほ 、
人口 1 人当たりの図
書館の面積が広い 

6  
人口当たりの公民
館の面積 

総務省「公共
施設状況調
経年比較表」 

2022 ㎡/人 
人口 1 人当たりの公民館
の面積 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの公民館
の面積が広い 

7  
マイ ンバーカー 
普及率 

総務省「マイ 
ンバーカー 交
付状況につい
て」 

2023 ー 
人口当たりの現に保有 れ
ているマイ ンバーカー 枚
数 

偏差値が高いほ 、
マイ ンバーカー 普
及率が高い 

8  

学校におけるイン
ター ット接続率
（光   イ バ回
線） 

文部科学省
「学校における
教育の情報化
の実 等に 
する調査」 

2023 ％ 
学校総数に占める光  イ
バ回線によるインター ット
接続が る学校数の割合 

偏差値が高いほ 、
学校におけるインター
 ット接続率（光 
 イバ回線）が高い 

9  
学校における教育
用 PC１台当たり
の児童生徒数 

文部科学省
「学校における
教育の情報化
の実 等に 
する調査」 

2023 人/台 
学校における指導者用お
よび学習者用のコンピュー
タの設置割合 

偏差値が高いほ 、
学校における教育用
PC１台当たりの児
童生徒数が少ない 

10  
義務教育におけ
る、児童・生徒 1
人当たりの教員数 

文部科学省
「学校基本調
査」 

2023 人 
義務教育（小中学校）
における、児童・生徒数に
対する教員数の比率 

偏差値が高いほ 、
義務教育における、
児童・生徒 1人当た
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

りの教員数が い 

11  
小中学校学生 1 
人当たりのトイレ
数 

文部科学省
「公 小中学
校施設のトイ
レの状況調
査」 

文部科学省
「学校基本統
計」 

2023 据/人 
小中学校学生 1 人当た
りのトイレの便器数 

偏差値が高いほ 、
小中学校学生  1 
人当たりのトイレ数が
 い 

12  
人口当たりの大学
数 

国土交通省
「国土数値情
報」 

2006 
校 /10
万人 

人口 10 万人当たりの大
学の数（短大は含まな
い） 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの大学数
が い 

13  
人口当たりの研究
機 数 

国土交通省
「国土数値情
報」 

2012 
箇 所
/10万
人 

人口 10 万人当たりの研
究機 （国 研究機 、
独 行政法人、学校機
 、公益法人、 業研究
施設な ）の数 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの研究機
 数が い 

14  
人口当たりの体育
施設の面積 

総務省「公共
施設状況調
経年比較表」 

2022 ㎡/人 

人口 1 人当たりの体育施
設（市町村 施設のう
 、学校の附属施設を除 
体育館、陸 競 場、野
球場及び ール）の面積 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの体育施
設の面積が広い 

15  
人口当たりの博物
館の面積 

総務省「公共
施設状況調
経年比較表」 

2022 ㎡/人 

人口 1 人当たりの博物館
（市町村 施設のう 、
総合博物館、科学博物
館、歴史博物館、美 博
物館、動物園、植物園、
水族館な ）の面積 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの博物館
の面積が広い 

16  
人口当たりの重要
文化財の数 

国土交通省
「国土数値情
報」 

2014 
点 /10
万人 

人口 10 万人当たりの重
要文化財（都道府県指
定文化財と世界文化遺
産）の数 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの重要文
化財の数が い 

 

 

（３）雇 ・福祉 

No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

17  
6歳未満人口 1
人当たりの保育
所利用定員数 

厚生労 省「保
育所等 連状
況取りまとめ」 

2022 人 

6 歳未満人口に対する
保育所（保育所、幼保
連携型認定こ も園、幼
稚園型認定こ も園な
 ）の利用定員数の比
率 

偏差値が高いほ 、6
歳未満人口 1 人当た
りの保育所利用定員
数が い 

18  
  ミ ー ポート
セ ン タ ー （ 育
児）の有無 

一般財団法人
女性労  会
「 ポートセンター
検索」 

2024 
有 １、

無 ０ 

  ミ ー ポートセンター
（育児について助け合う
会員組織）の有無 

偏差値が全国平均よ
りも高いと、  ミ ー 
ポートセンター（育
児）が有る 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

19  
要介護・要  
者 1 人当たりの
介護職員数 

厚生労 省「介
護 ー ス施設・
 業所調査」 

2017 人 

要介護・要  者数に
対する介護職員数（常
勤換算従 者数）の比
率 

偏差値が高いほ 、要
介護・要  者 1 人
当たりの介護職員数が
 い 

20  

要介護・要  
者 1 人当たりの
介護施設定員
数 

厚生労 省「介
護 ー ス施設・
 業所調査」 

2022 人 
要介護・  者数に対
する介護施設定員数の
比率 

偏差値が高いほ 、要
介護・  者 1人 た
りの介護施設定員数
が い 

21  
人口当たりの医
師数 

厚生労 省「医
師・歯科医師・
薬剤師統計」 

2022 
人/10
万人 

人口 10万人当たりの医
師数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの医師数が 
い 

22  
人口当たりの薬
剤師数 

厚生労 省「医
師・歯科医師・
薬剤師統計」 

2022 
人/10
万人 

人口 10万人当たりの薬
剤師数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの薬剤師数が
 い 

23  
人口当たりの病
床数 

厚生労 省「医
療施設調査」 

2022 
床/10
万人 

人口 10万人当たりの病
床数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの病床数が 
い 

24  無医地区数 
厚生労 省「無
医地区等調査」 

2023 地区 
当該地域における無医
地区数 

偏差値が高いほ 、無
医地区数が少ない 

25  
人口当たりの公
衆衛生 歳出 

総務省「市町村
別決算状況調」 

2023 
千円 /
人 

人口 1 人当たりの公衆
衛生  

偏差値が高いほ 、人
口当たりの公衆衛生
  歳出が い 

26  
人口当たりの労
  歳出 

総務省「市町村
別決算状況調」 

2023 
千円 /
人 

人口 1 人当たりの労 
  

偏差値が高いほ 、人
口当たりの労  歳
出が い 

27  
大学・大学院卒
就業者割合 

総務省「国勢調
査」、就業状 
等基本集計 

2020 ％ 
卒業者数に占める大学・
大学院卒業者数の割合 

偏差値が高いほ 、大
学・大学院卒就業者
割合が高い 

28  
就業人口に占め
る 国人就業
者割合 

総務省「国勢調
査」、就業状 
等基本集計 

2020 ％ 
就業者人口に占める 
国人就業者数の割合 

偏差値が高いほ 、就
業人口に占める 国
人就業者割合が高い 

29  
人口 1 人当た
りの生活保護 
歳出 

総務省「市町村
別決算状況調」 

2023 
千円 /
人 

人口 1 人当たりの生活
保護  

偏差値が高いほ 、人
口当たりの生活保護
 歳出が い 

30  
女性活躍推進
計画の策定有
無 

 閣府「女性活
躍推進法―「見
 る化 」  イ ト
―」 

2023 
有 １、

無 ０ 
女性活躍推進計画の策
定状況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、女性
活躍推進計画が策定
 れている 

31  
障害者差別解
 に する条例
策定の有無 

一般財団法人
地方 治研究
機構「障害者差
別解 に する
条例」 

2024 
有 １、

無 ０ 
障害者差別解 に す
る条例の策定状況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、障害
者差別解 に する
条例が策定 れている 

 

（４）農林水産 

No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

32  
農業従 者数
の割合 

地域経済循環
分析用データ 

2022 % 
従業者数に占める農業
に従 している人の割合 

偏差値が高いほ 、農
業従 者数の割合が
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

高い 

33  
耕地面積の割
合 

農林水産省「作
物統計調査」 

2023 % 
総面積に占める耕地面
積（田、畑、樹園地、牧
草地な ）の割合 

偏差値が高いほ 、耕
地面積の割合が高い 

34  
林業従 者数
の割合 

地域経済循環
分析用データ 

2022 % 
従業者数に占める林業
に従 している人の割合 

偏差値が高いほ 、林
業従 者数の割合が
高い 

35  
 林面積の割
合 

農林水産省「農
林業セン ス」 

2020 % 
総面積に占める 林面
積の割合 

偏差値が高いほ 、 
林面積の割合が高い 

36  
水産業従 者
数の割合 

地域経済循環
分析用データ 

2022 % 
従業者数に占める水産
業に従 している人の割
合 

偏差値が高いほ 、水
産業従 者数の割合
が高い 

37  
人口当たりの水
産 工場数 

漁業セン ス 2023 
箇 所
/10
万人 

人口 10 万人 たりの水
産 工場の数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの水産 工
場数が い 

 

（５）  ・産  

No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

38  
人口当たりの 
 の 入額3 

地域経済循環
分析用データ 

2023 
百 万
円/人 

人口１人当たりの  
 入額 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの  の 入
額が い 

39  
人口当たりの所
得の 入額 3 

地域経済循環
分析用データ 

2022 
百 万
円/人 

人口１人当たりの所得
 入額 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの所得の 入
額が い 

40  
人口当たりの工
業用地の面積 

国土交通省「国
土数値情報」 

2009 ㎡/人 
人口１人当たりの工業
用地面積 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの工業用地の
面積が広い 

41  
人口当たりの商
工 歳出 

総務省「市町村
別決算状況調」 

2023 
千円 /
人 

人口１人当たりの商工
  

偏差値が高いほ 、人
口当たりの商工 歳出
が い 

42  
人口当たりの商
店街数 

総務省統計局
「経済セン ス‐
活動調査」 

2021 
箇 所
/10万
人 

人口 10万人当たりの商
店街数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの商店街数が
 い 

43  
人口当たりの地
場産業 連施
設数 

国土交通省「国
土数値情報」 

2012 
箇 所
/10万
人 

人口 10万人当たりの地
場産業 連施設（農
林水産業の六次産業化
に する直売所、直 レ
スト ン、体験施設）数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの地場産業 
連施設数が高い 

44  
金融業従 者
数の割合 3 

地域経済循環
分析用データ、
経済セン ス 

2022 ％ 
従業者数に占める金融
業に従 している人の割
合 

偏差値が高いほ 、金
融業従 者数の割合
が高い 

45  
金融業の付 
価値額 ェア 

地域経済循環
分析用データ、
経済セン ス 

2022 ％ 
GRP に占める金融業の
付 価値額の割合 

偏差値が高いほ 、金
融業の付 価値額 ェ
アが高い 

 
3 人口、従業者数について、2010年、2015 年、2020 年は国勢調査の実績値。2013年、2018年、2022年は推計値 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

46  

産業競争力強
化法 に基   
「創業  等
 業計画」認
定の有無 

経済産業省中
小 業庁「地域
における創業 
 体制の整備
（産業競争力
強化法に つ い
て）」 

2024 
有 １、

無 ０ 

産業競争力強化法に基
  「創業  等 キョ 
計画」の認定状況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、産業競
争力強化法に基  
「創業  等 業計
画」が認定 れている 

47  
新設 業所数
の総 業所数
に占める割合 

総務省統計局
「経済セン ス‐
活動調査」 

2021 ％ 
新設 業所数の総 業
所数に占める割合 

偏差値が高いほ 、新
設 業所数の総 業
所数に占める割合が高
い 

48  
廃業 業所数
の総 業所数
に占める割合 

総務省統計局
「経済セン ス‐
活動調査」 

2021 ％ 
廃業 業所数の総 業
所数に占める割合 

偏差値が高いほ 、廃
業 務所数の総 業
所数に占める割合が低
い 

 

（６）国土・交通 

No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

49  DID 人口密度 
総務省「国勢調
査」人口等基本
集計 

2020 人/㎢ 
DID(人口集中地区)
における 1 ㎞ 2 当たり
の人口 

偏差値が高いほ 、
DID人口密度が高い 

50  
市街化区域に
住んでいる人口
の割合 

総務省「国勢調
査」就業状 等
基本集計 

2020 ％ 
総人口に占める市街
化区域に住んでいる人
口の割合 

偏差値が高いほ 、
市街化区域に住んで
いる人口の割合が高
い 

51  
徒歩圏に医療
機 が る世帯
の割合 

総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ％ 

居住住宅数に占める
医療機 までの距離が
500m 未満の住宅数
の割合 

偏差値が高いほ 、
徒歩圏に医療機 が
 る世帯の割合が高
い 

52  
徒歩圏に介護
施設が る世帯
の割合 

総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ％ 

居住住宅数に占める
老人デイケア ー スセ
ンターまでの距離が
500m 未満の住宅数
の割合 

偏差値が高いほ 、
徒歩圏に介護施設が
 る世帯の割合が 
い 

53  
徒歩圏に公民
館・集会所が 
る世帯の割合 

総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ％ 

居住住宅数に占める
公民館・集会所までの
距離が 500m 未満の
住宅数の割合 

偏差値が高いほ 、
徒歩圏に公民館・集
会所が る普通世帯
の割合が高い 

54  
徒歩圏に店舗
が る世帯の割
合 

経済産業省「商
業統計」（メッ 
ュデータ） 

2014 ％ 
世帯数に占める店舗ま
での距離が 500m 未
満の世帯数の割合 

偏差値が高いほ 、
徒歩圏に店舗が る
世帯の割合が高い 

55  住宅床面積 
総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ㎡ 
1 住宅当たりの延べ床
面積 

偏差値が高いほ 、
住宅床面積が広い 

56  
住 宅 保 有 率
（ 持  家 比
率） 

総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 % 
居住住宅数に占める
持 家住宅数の割合 

偏差値が高いほ 、
住宅保有率（持 
家比率）が高い 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

57  空き家率 
総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 % 

総住宅数に占める空き
家（居住世帯の無い
住宅のう 別荘や賃
貸・売却用の住宅な
 ）とな ている住宅数
の割合 

偏差値が高いほ 、
空き家率が低い 

58  

65 歳以 が
居住する世帯に
おいてバ ア  
ー化が れてい
る世帯数の割
合 

総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ー 

65 歳以 が居住す
る世帯においてバ ア 
 ー化が れている世
帯数の割合 

偏差値が高いほ 、
65 歳以 が居住す
る世帯においてバ ア
  ー化が れている
世帯数の割合が高い 

59  緑被率 
国土交通省「国
土数値情報」 

2016 % 

総面積に占める緑被
地（ 林、公園、田、
ゴル 場な ）面積の
割合 

偏差値が高いほ 、
緑被率が高い 

60  
人口当たりの公
園面積 

総務省「公共施
設状況調経年
比較表」 

2022 ㎡/人 

人口 10 万人当たりの
公園（都市公園や都
市計画区域 の公園
な ）面積 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの公園面
積が広い 

61  
人口当たりの下
水道 歳出 

総務省「市町村
別決算状況調」 

2023 千円/人 
人口1人当たりの下水
道  

偏差値が高いほ 、
人口当たりの下水道
 歳出が い 

62  
下水道・浄化槽
処理人口普及
率 

国土交通省「汚
水処理人口普
及状況」 

2023 ％ 
総人口に占める下水
道および浄化槽等の
汚水処理人口の割合 

偏差値が高いほ 、
下水道・浄化槽処理
人口普及率が い 

63  
高齢者人口当
たりのデマン バ
ス便数 

国土交通省「平
成 28 年度国土
数値情報（バス
ルート等）の新
たな作成手法検
討業務調査結
果」 

2016 
便/10 万
人 

高齢者人口 10 万人
当たりのデマン バス便
数 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの高齢者
人口当たりのデマン 
バス便数が い 

64  
公共交通の徒
歩圏充足率 

総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ％ 

居住住宅数に占める
駅までの距離が 1km
以 又はバス停までの
距離が 200m 以 の
住宅数の割合 

偏差値が高いほ 、
公共交通の徒歩圏
充足率が い 

65  
道 路 実 延 長
（対域 面積
比） 

総務省「統計で
みる市区町村の
すがた」 

2022 km/km2 
総面積に対する道路
実延長 

偏差値が高いほ 、
道路実延長（対域
 面積比）が長い 

66  
無電柱化推進
計画又は条例
の策定有無 

NPO 法人  電
線のない街  り
   ットワーク
「無電柱化  
室」 

2024 
有 １、
無 ０ 

無電柱化推進計画又
は条例の策定状況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、無電
柱化推進計画又は
条例が策定 れてい
る 

67  
人口当たりのカ
ー ェアステー 
ョン数 

カー ェア・マッ  2023 
箇所 /10
万人 

人口 10 万人当たりの
カー ェアステー ョン数 

偏差値が高いほ 、
人口当たりのカー ェ
アステー ョン数が 
い 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

68  
人口当たりの 
動車保有台数 

環境省「部門別
CO2 排出量の
現況推計」 

2023 台/人 
人口1人当たりの 動
車保有台数 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの 動車
保有台数が い 

69  
人口当たりの河
川 歳出 

総務省「市町村
別決算状況調」 

2023 千円/人 
人口1人当たりの河川
  

偏差値が高いほ 、
人口当たりの河川 
歳出が い 

70  
人口当たりの災
害復旧 歳出 

総務省「市町村
別決算状況調」 

2023 千円/人 
人口1人当たりの災害
復旧  

偏差値が高いほ 、
人口当たりの災害復
旧 歳出が少ない 

71  
人口当たりの土
  歳出 

総務省「市町村
別決算状況調」 

2023 千円/人 
人口1人当たりの土 
  

偏差値が高いほ 、
人口当たりの土  
歳出が い 

72  
徒歩圏に緊急
避難所が る世
帯の割合 

総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ％ 

居住住宅数に占める
緊急避難所までの距
離が 500m 未満の住
宅数の割合 

偏差値が高いほ 、
徒歩圏に緊急避難
所が る世帯の割合
が高い 

73  
洪水浸水想定
区域面積の割
合 

国土交通省「国
土数値情報」 

2021 ％ 
総面積に占める洪水
浸水想定区域面積の
割合 

偏差値が高いほ 、
洪水浸水想定区域
面積の割合が低い 

74  
30 年以 に震
度6弱に見舞わ
れる確率 

防災科学  
研究所「地震ハ
ザー ステー ョ
ン」 

2020 ％ 
30年以 に震度6弱
に見舞われる確率の面
積平均 

偏差値が高いほ 、
30 年以 に震度 6
弱に見舞われる確率
が低い 

75  
液状化被害の
発生 スク 

防災科学  
研究所「地震ハ
ザー ステー ョ
ン」 

2018 ー 

液状化になる可能性
が高い地形区分の面
積 重平均.最も ス
クが無い場合を 0、最
も スクが高い場合を 5
とした 6段階評価方式
の数値 

偏差値が高いほ 、
液状化被害の発生 
スクが低い 

76  
津波の発生 ス
ク 

国土交通省「国
土数値情報」 

2020 ー 

津波浸水深の高 の
面積 重平均最も ス
クが無い場合を 0、最
も スクが高い場合を 8
とした 9段階評価方式
の数値 

偏差値が高いほ 、
津波の発生 スクが
低い 

77  
火山被害の発
生 スク 

活動火山対策
特別措置法 

2020 ー 

活動火山対策特別措
置法で指定 れる区
域の噴火警戒レベルの
面積 重平均最も ス
クが無い場合を 0、最
も スクが高い場合を 3
とした 4段階評価方式
の数値 

偏差値が高いほ 、
火山被害の発生 ス
クが低い 

78  
土砂災害の発
生 スク 

国土交通省「国
土数値情報」 

2020 ー 

土砂災害警戒区域の
地域区分の面積 重
平均最も スクが無い
場合を 0、最も スクが
高い場合を 2 とした 3
段階評価方式の数値 

偏差値が高いほ 、
土砂災害の発生 ス
クが低い 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

79  
人口当たりの集
客施設数 

国土交通省「国
土数値情報」 

2014 
箇所 /10
万人 

人口 10 万人当たりの
集客施設（アト ク 
ョンや展示会な 催 
が開催できる空間を有
する施設及び興業、ス
ポーツな が観覧できる
施設な ）数 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの集客施
設数が い 

80  
人口当たりの観
光  数 

国土交通省「国
土数値情報」 

2014 
箇所 /10
万人 

人口 10 万人当たりの
観光  （日本交通
公社が作成した「観光
  台帳」に掲載 れ
ているう 評価 ンクが
A 級以 のもの及び、
観光庁が保有する「観
光地店頭名簿」に記
載 れるもの）数 

偏差値が高いほ 、
人口当たりの観光 
 数が い 

81  

人口 1 人当たり
の地域で開催 
れるお祭り の
参 者数 

各市町村 Web
 イト 

- 人 
人口に対する地域で
開催 れるお祭り の
年間参 者数の比率 

偏差値が高いほ 、
人口 1 人当たりの地
域で開催 れるお祭り
 の参 者数が い 

 

（７）環境（ス   ） 

No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

82  

地球温暖化対
策推進法に基
  地方公共団
体実行計画の
策定有無 

環境省「地方公
共団体実行計
画（区域施策
編）策定  
 イト」 

2024 
有  1 、
無 0 

地球温暖化対策推
進法に基  地方公
共団体実行計画
（区域施策編）の
策定状況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、地球温
暖化対策推進法に基
  地方公共団体実
行計画が策定 れてい
る 

83  
太陽光を利用し
た発電機器が 
る住宅の割合 

総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ％ 

居住住宅数に占める
太陽光を利用した発
電機器が る住宅数
の割合 

偏差値が高いほ 、太
陽光を利用した発電機
器が る住宅の割合が
 い 

84  

太陽熱を利用し
た温水機器等
が る住宅の割
合 

総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ％ 

居住住宅数に占める
太陽熱を利用した温
水機器等が る住宅
数の割合 

偏差値が高いほ 、太
陽熱を利用した温水機
器等が る住宅の割合
が高い 

85  

二重以 の ッ
 又は複層ガ 
スの窓が設置 
れている住宅の
割合 

総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ％ 

居住住宅数に占める
二重以 の ッ 又
は複層ガ スの窓が
設置 れている住宅
数の割合 

偏差値が高いほ 、二
重以 の ッ 又は複
層ガ スの窓が設置 
れている住宅の割合が
高い 

86  
ゼロカーボン テ
ィの表明有無 

環境省「地方公
共団体における 
2050 年二酸
化炭素排出実
質ゼロ表明の状
況」 

2024 
有  1 、
無 0 

ゼロカーボン ティの
表明状況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、ゼロカ
ーボン ティを表明して
いる 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

87  
グ ーン購入の
取り組み度の評
価 

グ ーン購入 ッ
トワーク「地方公
共団体のグ ー
ン購入取り組み
 ンキング」 

2020 点 
グ ーン購入の取り組
み度の評価点数 

偏差値が高いほ 、グ 
ーン購入の取り組み度
の評価点数が高い 

88  
人口当た り の
EV 充電スタン 
の充電口数 

EV 充電スタン 
情報共有 イト
「GoGoEV」 

2023 
箇所 /10
万人 

人口 10 万人当たり
の EV 充電スタン の
充電口数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりのEV充電スタ
ン の充電口数が い 

89  
人口当たりの水
素ステー ョン数 

燃 電池実用
化推進 議会
「商用水素ステ
ー ョン情報」お
よび環境省「地
域   水素ス
テー ョ ンの一
覧」 

2024 
箇所 /10
万人 

人口 10 万人当たり
の水素ステー ョン数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの水素ステー
 ョン数が い 

90  
人口当たりの 
  導入量4 

地域経済循環
分析用データ 

2022 kW/人 
人口 1 人当たりの 
  導入量 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの   導入
量が い 

91  
人口当たりの環
境 NPO の数 

 閣府「NPO法
人ポータル イ
ト」 

2022 
法人 /10
万人 

人口 10 万人当たり
の環境 NPO および
NPO 認定法人の数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの環境 NPO
の数が い 

92  
 域水循環計
画の策定有無 

 閣官房水循
環政策本部 
務局「 域水循
環計画の策定
状況」 

2024 
有  1 、
無 0 

水循環基本計画に
基  「 域水循環
計画」に該当する計
画の策定状況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、水循環
基本法に基  「 域
水循環計画」に該当す
る計画が策定 れてい
る 

93  
湧水保全活動
の実施有無 

環境省「湧水保
全ポータル イ
ト」 

2023 
有  1 、
無 0 

湧水保全活動の実
施状況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、湧水保
全活動を実施している 

94  

人口 1 人当たり
の河川・ダ 湖
の 1 日当たり利
用者数 

国土交通省「河
川水辺の国勢
調査」 

2019 人 

総人口に対する河
川・ダ 湖の 1 日当
たり利用者数（スポ
ーツ、釣り、ボート、
散策な ）の比率 

偏差値が高いほ 、人
口 1 人当たりの河川・
ダ 湖の 1 日当たり利
用者数が い 

95  
人口当たりの地
域  （  
景観  ）数 

国土交通省「国
土数値情報」 

2012 
箇所 /10
万人 

人口 10 万人当たり
の地域  （  
環境保全基礎調査
のう 、  景観の
基盤を成す地形、地
質及び  景観とし
て認識 れる  現
象）数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの地域  
（  景観  ）数
が い 

96  
生物  性地
域戦略の策定
有無 

環境省「生物 
 性地域戦略
データベース」 

2024 
有 １、
無 ０ 

生物  性地域戦
略（生物  性基
本法の規定により、
生物の  性の保
全及び持続可能な

偏差値が全国平均を
 回 ていると、生物 
 性地域戦略が策定
 れている 

 
4 人口、従業者数について、2010年、2015 年、2020 年は国勢調査の実績値。2013年、2018年、2022年は推計値 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

利用に する基本的
な計画）の策定状
況 

97  
廃棄物処理業
従 者数の割
合5 

地域経済循環
分析用データ 

2022 ％ 
従業者数に占める廃
棄物処理業に従 
している人の割合 

偏差値が高いほ 、廃
棄物処理業の従 者
数割合が高い 

98  
人口当たりの清
掃 歳出 

総務省「市町村
別決算状況調」 

2023 千円/人 
人口 1 人当たりの清
掃  

偏差値が高いほ 、人
口当たりの清掃 歳出
が い 

99  
  循環 ジ 
スの付 価値
額 ェア 

地域経済循環
分析用データ 

2022 ％ 
GRP に占める廃棄
物処理業の付 価
値額の割合 

偏差値が高いほ 、 
 循環 ジ スの付 
価値額 ェアが高い 

100  
SDGs の各種
計画 の反映
有無 

 閣府「SDGs 
に する全国ア
ンケート調査」 

2024 
有 １、
無 ０ 

SDGs の各種計画
 の反映状況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、SDGs 
を各種計画 反映して
いる 

101  

SDGｓローカル
指標（ 治体
独 の評価指
標）の設定の
有無 

 閣府「SDGs 
に する全国ア
ンケート調査」 

2024 
有 １、
無 ０ 

SDGｓローカル指標
（ 治体独 の評
価指標）の設定の
状況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、SDG
ｓローカル指標（ 治
体独 の評価指標）
を設定している 

102  
SDGs 未来都
市選定都市 
の選定有無 

 閣府「 2018
年度～2024 年
度ＳＤＧｓ未
来都市等選定
都市一覧」 

2024 
有 １、
無 ０ 

SDGs 未来都市選
定都市 の選定状
況 

偏差値が全国平均を
 回 ていると、SDGs 
未来都市選定都市 
選定 れている 

 

（８）環境（成果） 

No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

103  河川の BOD 
環境省「水環境
総合情報 イ
ト」 

2022 mg/L 

河川の汚濁指標水中
の汚濁物質（有機
物）が微生物により酸
化分解 れ、無機化・
ガス化するときに必要と
 れる酸素量 

偏差値が高いほ 、河
川の BOD が低い 

104  湖沼の COD 
環境省「水環境
総合情報 イ
ト」 

2022 mg/L 

湖沼の閉鎖性水域の
汚濁指標水中の汚濁
物質（ として微生
物）を酸化剤で化学
的に酸化するときに 
  れる酸素量 

偏差値が高いほ 、湖
沼の COD が低い 

105  海域の COD 
環境省「水環境
総合情報 イ
ト」 

2022 mg/L 

海域の閉鎖性水域の
汚濁指標水中の汚濁
物質（ として微生
物）を酸化剤で化学
的に酸化するときに 
  れる酸素量 

偏差値が高いほ 、海
域の COD が低い 

 
5 人口、従業者数について、2010年、2015 年、2020 年は国勢調査の実績値。2013年、2018年、2022年は推計値 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

106  
PM2.5 年平均
値 

国 環境研究
所「環境 GIS」 

2022 μg/m3 
大気中の PM2.5の濃
度 

偏差値が高いほ 、
PM2.5 年平均値が低
い 

107  
窒素酸化物年
平均値 

国 環境研究
所「環境 GIS」 

2022 ppb 
大気中の窒素酸化物
の濃度 

偏差値が高いほ 、窒
素酸化物年平均値が
低い 

108  
硫黄酸化物年
平均値 

国 環境研究
所「環境 GIS」 

2022 ppb 
大気中の硫黄酸化物
の濃度 

偏差値が高いほ 、硫
黄酸化物年平均値が
低い 

109  
 生可能  ル
 ーの生産額割
合 

地域経済循環
分析用データ 

2022 ％ 
電気業の生産額に占
める 生可能  ル 
ーの生産額の割合 

偏差値が高いほ 、 
生可能  ル ーの生
産額割合が高い 

110  
ごみ搬入量に占
める有害廃棄
物の割合 

環境省「一般廃
棄物処理 業
実 調査」 

2023 ％ 

ごみ搬入量全体（生
活 ごみ、 業 ごみ
な ）に占めるその他
のごみ（有害ごみや危
険ごみ等で収集 れる
もの）の割合 

偏差値が高いほ 、ご
み搬入量に占める有害
廃棄物の割合が低い 

111  
1 人 1 日当たり
のごみ排出量
（家庭部門） 

環境省「一般廃
棄物処理 業
実 調査」 

2023 g/人日 
人口 1人 たりの1日
の生活ごみ排出量 

偏差値が高いほ 、1
人 1 日当たりのごみ排
出量（家庭部門）が
少ない 

112  
1 人 1 日当たり
の最終処分量 

環境省「一般廃
棄物処理 業
実 調査」 

2023 g/人日 
人口 1人 たりの1日
の最終処分量 

偏差値が高いほ 、1
人 1 日当たりの最終処
分量が少ない 

113  
ごみの  イクル
率 

環境省「一般廃
棄物処理 業
実 調査」 

2023 % 
ごみ処理量および集団
回収量に占める  イ
クル量 

偏差値が高いほ 、ご
みの  イクル率が高い 

114  
人口当たりの産
業部門の CO2
排出量 

環境省「部門別
CO2 排出量の
現況推計」 

2023 t/人 
人口 1 人当たりの産
業部門の CO2 排出
量 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの産業部門の
CO2 排出量が少ない 

115  
人口当たりの民
生部門の CO2
排出量 

環境省「部門別
CO2 排出量の
現況推計」 

2023 t/人 
人口 1 人当たりの民
生部門の CO2 排出
量 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの民生部門の
CO2 排出量が少ない 

116  
人口当たりの 
輸部門の CO2
排出量 

環境省「部門別
CO2 排出量の
現況推計」 

2023 t/人 
人口 1 人当たりの 
輸部門の CO2 排出
量 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの 輸部門の
CO2 排出量が少ない 

 

（９）社会・コミュニティ 

No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

117  相対的貧困率 
総務省「住宅・
土地統計調査」 

2023 ％ 
居住世帯数に占める
世帯年収 300 万円
未満の世帯数の割合 

偏差値が高いほ 、相
対的貧困率が低い 

118  
非正規雇用の
割合 

総務省「国勢調
査」就業状 等
基本集計 

2020 ％ 
雇用者数に占める非
正規雇用者数の割合 

偏差値が高いほ 、非
正規雇用の割合が低
い 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

119  
合計特殊出生
率 

厚生労 省「人
口動 保健所・
市区町村別統
計」 

2020 人 
一人の女性が一生の
間に生む子 もの数 

偏差値が高いほ 、合
計特殊出生率が高い 

120  

待機児童数の
保育所申込者
数に対する割
合 

厚生労 省「保
育所等 連状
況取りまとめ」 

2022 ％ 
保育所等申込数に対
する待機児童数の割
合 

偏差値が高いほ 、待
機児童数の保育所申
込者数に対する割合が
低い 

121  
5 歳未満人口
割合 

総務省「国勢調
査」人口等基本
集計 

2020 ％ 
総人口に占める 5 歳
未満人口の割合 

偏差値が高いほ 、5
歳未満人口割合が高
い 

122  
5 歳未満児の
死亡率 

厚生労 省「人
口動 統計」 

2020 人/千人 
出生数1,000人当た
りの 5 歳未満の死亡
数 

偏差値が高いほ 、5
歳未満児の死亡率が
低い 

123  
私 ・国 小
学校の割合 

文部科学省「学
校基本調査」 

2023 ％ 
小学校総数に占める
私 ・国 小学校数
の割合 

偏差値が高いほ 、私
 ・国 小学校の割合
が高い 

124  
私 ・国 中
学校の割合 

文部科学省「学
校基本調査」 

2023 ％ 
中学校総数に占める
私 ・国 中学校数
の割合 

偏差値が高いほ 、私
 ・国 中学校の割合
が高い 

125  
高等教育（大
学） の進学
率 

文部科学省「学
校基本調査」 

2023 ％ 
高校卒業者数に占め
る大学等進学者数の
割合 

偏差値が高いほ 、高
等教育（大学） の
進学率が高い 

126  平均寿命 
厚生労 省「市
区町村別生命
表」 

2020 歳 ０歳の平均余命 
偏差値が高いほ 、平
均寿命が長い 

127  

人口当たりの
糖尿病、心血
管疾患の死亡
者数 

厚生労 省「人
口動 統計」 

2023 
人 /10
万人 

人口 10 万人当たりの
糖尿病、心血管疾患
による死亡者の数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの糖尿病、心
血管疾患の死亡者数
が少ない 

128  
人口当たりの
 殺死亡者数 

厚生労 省「人
口動 統計」 

2023 
人 /10
万人 

人口 10 万人当たりの
 殺者の数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの 殺死亡者
数が少ない 

129  
生産年齢人口
当たりの高齢
者数 

総務省「国勢調
査」人口等基本
集計 

2020 人/人 

生産年齢人口（15
歳～64 歳）当たりの
高齢者数（ 65 歳
～） 

偏差値が高いほ 、生
産年齢人口当たりの高
齢者数が少ない 

130  

要介護認定者
の、65 歳以 
人口に占める
割合 

厚生労 省「介
護保険 業状
況報告」 

2022 ％ 
65 歳以 人口に占
める要介護認定者の
割合 

偏差値が高いほ 、要
介護認定者の、65 歳
以 人口に占める割合
が高い 

131  
就業率の男女
間格差 

総務省「国勢調
査」就業状 等
基本集計 

2020 ％ 男女の就業率の差 
偏差値が高いほ 、就
業率の男女間格差が
少ない 

132  
非正規雇用の
割合の男女間
格差 

総務省「国勢調
査」就業状 等
基本集計 

2020 ％ 
男女の非正規雇用割
合の差 

偏差値が高いほ 、非
正規雇用の割合の男
女間格差が少ない 

133  
役員比率の男
女間格差 

総務省「国勢調
査」就業状 等
基本集計 

2020 ％ 
役員における男女の
差 

偏差値が高いほ 、役
員の男女比率が少ない 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

134  
女性の農業経
 者割合 

農林水産省「農
林業セン ス」 

2020 % 
女性の農業経 者割
合 

偏差値が高いほ 、女
性の農業経 者割合
が高い 

135  
水害被害額の
GRP に占める
割合 

国土交通省「水
害統計調査」 

2018-
2022 

％ 
GRP に占める水害被
害額の割合 

偏差値が高いほ 、水
害被害額の GRP に占
める割合が低い 

136  
洪水浸水想定
区域の居住人
口の割合 

国土交通省「国
土数値情報」 

2020 ％ 
総人口に占める洪水
浸水想定区域の居住
人口の割合 

偏差値が高いほ 、洪
水浸水想定区域の居
住人口の割合が低い 

137  

30年以 に発
生する地震によ
る 被害  ス ク
（震度 6 弱） 

防災科学  
研究所「地震ハ
ザー ステー ョ
ン」 

2020 ％ 
30 年以 に震度 6
弱に見舞われる確率
の人口 重平均 

偏差値が高いほ 、30
年以 に発生する地
震による被害 スクが低
い 

138  
液状化による
被害 スク 

防災科学  
研究所「地震ハ
ザー ステー ョ
ン」 

2020 ー 

液状化になる可能性
が高い地形区分の人
口 重平均最も スク
が無い場合を 0、最も
 スクが高い場合を5と
した 6 段階評価方式
の数値 

偏差値が高いほ 、液
状化による被害 スクが
低い 

139  
津波による被
害 スク 

国土交通省「国
土数値情報」 

2018 ー 

津波浸水深の高 の
人口 重平均最も 
スクが無い場合を 0、
最も スクが高い場合
を 8 とした 9段階評価
方式の数値 

偏差値が高いほ 、津
波による被害 スクが低
い 

140  
火山による被
害 スク 

活動火山対策
特別措置法 

2021 ー 

活動火山対策特別
措置法で指定 れる
区域の噴火警戒レベ
ルの人口 重平均最
も スクが無い場合を
0、最も スクが高い場
合を 3 とした 4段階評
価方式の数値 

偏差値が高いほ 、火
山による被害 スクが低
い 

141  
土砂災害によ
る被害 スク 

国土交通省「国
土数値情報」 

2020 ー 

土砂災害警戒区域の
区域区分の人口 重
平均最も スクが無い
場合を 0、最も スクが
高い場合を 2 とした 3
段階評価方式の数値 

偏差値が高いほ 、土
砂災害による被害 スク
が高い 

142  
人口当たりの
刑法犯認知件
数 

各都道府県警
 ェブ イト 

2023 
件 /10
万人 

人口 10 万人当たりの
刑法犯認知件数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの刑法犯認知
件数が低い 

143  
人口当たりの
建物火災出火
件数 

総務省「火災年
報」 

2023 
件 /10
万人 

人口 10 万人当たりの
建物火災出火件数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの建物火災出
火件数が少ない 

144  
人口当たりの
交通 故死亡
者数 

厚生労 省「人
口動 統計」 

2023 
人 /10
万人 

人口 10 万人当たりの
交通 故死亡数 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの交通 故死
亡者数が少ない 
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（１０）  ・財政 

No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

145  失業率 
総務省「国勢調
査」就業状 等
基本集計 

2020 ％ 
労 力人口に占める
完全失業者数の割合 

偏差値が高いほ 、失
業率が低い 

146  職住比 
総務省「国勢調
査」就業状 等
基本集計 

2020 ー 
夜間人口に占める就
業者数の比率 

偏差値が高いほ 、職
住比が高い 

147  
通勤の公共交
通利用率 

土地利用交通
モ デ ル（全国
 ）データセット 

2020 ％ 
通勤の総ト ッ 数に
占める公共交通ト ッ
 数の割合 

偏差値が高いほ 、通
勤の公共交通利用率
が高い 

148  市 通勤率 
総務省「国勢調
査」就業状 等
基本集計 

2020 ％ 
就業者数に占める 
市区町村で従 して
いる人の割合 

偏差値が高いほ 、市
 通勤率が高い 

149  通勤 間 
総務省「住宅・
土地統計調査」 

2022 分 家計 の通勤 間 
偏差値が高いほ 、通
勤 間が短い 

150  
人口当たりの雇
用者所得6 

地域経済循環
分析用データ 

2022 
百万円/
人 

人口 1 人当たりの雇
用者所得 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの雇用者所得
が高い 

151  
人口当たりのそ
の他所得 6 

地域経済循環
分析用データ 

2022 
百万円/
人 

人口 1 人当たりのその
他所得 

偏差値が高いほ 、人
口当たりのその他所得
が高い 

152  
農業の労 生
産性 6 

地域経済循環
分析用データ 

2022 
百万円/
人 

農業の従業者 1 人当
たりの付 価値額 

偏差値が高いほ 、農
業の労 生産性が高
い 

153  
林業の労 生
産性 6 

地域経済循環
分析用データ 

2022 
百万円/
人 

林業の従業者 1 人当
たりの付 価値額 

偏差値が高いほ 、林
業の労 生産性が高
い 

154  
水産業の労 
生産性 6 

地域経済循環
分析用データ 

2022 
百万円/
人 

水産業の従業者 1 人
当たりの付 価値額 

偏差値が高いほ 、水
産業の労 生産性が
高い 

155  
第 2 次産業の
労 生産性 6 

地域経済循環
分析用データ 

2022 
百万円/
人 

第 2 次産業の従業者
1人当たりの付 価値
額 

偏差値が高いほ 、第2
次産業の労 生産性
が高い 

156  
第 3 次産業の
労 生産性 6 

地域経済循環
分析用データ 

2022 
百万円/
人 

第 3 次産業の従業者
1人当たりの付 価値
額 

偏差値が高いほ 、第3
次産業の労 生産性
が高い 

157  

人口当たりの所
得 の  入 額
（=  と投
 の 入額）6 

地域経済循環
分析用データ 

2022 
百万円/
人 

人口 1 人当たりの所
得の 入額 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの所得の 入
額（=  と投 の 
入額）が い 

158  
人口当たりの観
光 入 込 客 数
（私用 入） 

土地利用交通
モ デ ル（全国
 ）データセット 
 

2023 
人・回 /
人 

人口 1 人当たりの観
光入込客数（私用 
入） 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの観光入込客
数（私用 入）が 
い 

159  
人口当たりの水
揚  量 （ 海
面） 

海面漁業生産
統計調査 

2018 t/人 
人口 1 人当たりの海
面漁業の水揚 量 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの水揚 量
（海面）が い 

 
6 人口、従業者数について、2010年、2015 年、2020 年は国勢調査の実績値。2013年、2018年、2022年は推計値 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

160  
人口当たりの 
 ル ー代金の
 入額7 

地域経済循環
分析用データ 

2022 
百万円/
人 

人口 1 人当たりの  
ル ー代金の 入額 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの  ル ー代
金の 入額が い 

161  
農業の付 価
値額 ェア 

地域経済循環
分析用データ 

2022 ％ 
GRP に占める農業付
 価値額の割合 

偏差値が高いほ 、農
業の付 価値額 ェア
が高い 

162  
林業の付 価
値額 ェア 

地域経済循環
分析用データ 

2022 ％ 
GRP に占める林業付
 価値額の割合 

偏差値が高いほ 、林
業の付 価値額 ェア
が高い 

163  
水産業の付 
価値額 ェア 

地域経済循環
分析用データ 

2022 ％ 
GRP に占める水産業
付 価値額の割合 

偏差値が高いほ 、水
産業の付 価値額 ェ
アが高い 

164  
製造業付 価
値額 ェア 

地域経済循環
分析用データ 

2022 ％ 
GRP に占める製造業
付 価値額の割合 

偏差値が高いほ 、製
造業付 価値額 ェア
が高い 

165  
小売業付 価
値額 ェア 

地域経済循環
分析用データ 

2022 ％ 
GRP に占める小売業
付 価値額の割合 

偏差値が高いほ 、小
売業付 価値額 ェア
が高い 

166  
産業の  性
（ ントロピー
指数） 

地域経済循環
分析用データ 

2022 ー 

産業の 角化の程度
（特定の産業に付 
価値額が偏 ているほ
 0 に近  指数) 

偏差値が高いほ 、産
業の  性（ ントロ
ピー指数）が高い 

167  
人口当たりの物
 の集中量 

土地利用交通
モ デ ル（全国
 ）データセット 

2015 
トン/日/
人 

人口 1 人当たりの物
 の集中量 

偏差値が高いほ 、人
口当たりの物 の集中
量が少ない 

168  財政力指数 
総務省「地方財
政状況調査 
   」 

2023 ー 

地方公共団体の財政
力を示す指数財政需
要額に対する財政収
入額の比率の過去３
年間の平均値 

偏差値が高いほ 、財
政力指数が高い 

169  
実質公債 比
率 

総務省「地方財
政状況調査 
   」 

2023 ％ 

地方公共団体の財政
規模に対する地方公
共団体の借入金（地
方債）の返済額（公
債 ）の比率 

偏差値が高いほ 、実
質公債 比率が低い 

170  経常収 比率 
総務省「地方財
政状況調査 
   」 

2023 ％ 

毎年度経常的に収入
 れる一般財 （経
常一般財 ）に占め
る、人件 、扶助 、
公債 等の毎年度経
常的に 出 れる経
 （経常的経 ）の
比率 

偏差値が高いほ 、経
常収 比率が高い 

171    財 比率 
総務省「地方財
政状況調査 
   」 

2023 ％ 

歳入総額に占める 
 的に徴収できる財
 （市町村 、分担
金及び負担金、使用
 、手数 、財産収
入、寄附金、繰入金、

偏差値が高いほ 、 
 財 比率が高い 

 
7 人口、従業者数について、2010年、2015 年、2020 年は国勢調査の実績値。2013年、2018年、2022年は推計値 
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No 指標名 データの出所 年次 単位  容 偏差値の見方 

繰越金、諸収入）の
比率 
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４－２ 「項目」の解説 

（１）地域のス   におけ 「項目」 

 

1 安心・安全 

1-1 防犯 

 防犯設備（ ートロック、防犯カメ ）の る共同住宅に住む

世帯の割合 

 人口当たりの警察署数 

1-2 消防 
 人口当たりの 防 歳出 

 人口当たりの 防署数 

 

2 
教育・文化 
・生  

2-1 義務教育 

 学校におけるインター ット接続率（光  イバ回線） 

 学校における教育用 PC１台当たりの児童生徒数 

 義務教育における、児童・生徒 1 人当たりの教員数 

2-2 研究 
 人口当たりの大学数 

 人口当たりの研究機 数 

2-3 文化 
 人口当たりの博物館の面積 

 人口当たりの重要文化財の数 

2-4 スポーツ  人口当たりの体育施設の面積 

2-5 生 基盤 

 人口当たりの図書館の面積 

 人口当たりの公民館の面積 

 マイ ンバーカー 普及率 

 

3 雇 ・福祉 

3-1 雇  

 人口当たりの労  歳出 

 就業人口に占める 国人就業者割合 

 大学・大学院卒就業者割合 

 人口 1 人当たりの生活保護 歳出 

 女性活躍推進計画の策定有無 

 障害者差別解 に する条例策定の有無 

3-2 医療 

 人口当たりの医師数 

 人口当たりの病床数 

 人口 10 万人当たりの薬剤師数 

 無医地区数 

 人口 1 人当たりの公衆衛生  
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3-3 介護 
 要介護・要  者 1 人当たりの介護職員数 

 要介護・要  者 1 人当たりの介護施設定員数 

3-4 保育 
 6 歳未満人口１人当たりの保育所利用定員数 

   ミ ー ポートセンター（育児）の有無 

 

4 農林水産 

4-1 農  
 農業従業者数の割合 

 耕地面積の割合 

4-2 林  
 林業従業者数の割合 

  林面積の割合 

4-3 水産  
 水産業従業者数の割合 

 人口当たりの水産 工場数 

 

5   ・産  

5-1 地域の産 基盤 

 人口当たりの工業用地の面積 

 人口当たりの商店街数 

 産業競争力強化法に基  「創業  等 業計画」認定の

有無 

5-2 産 の支援 制 

 人口当たりの商工 歳出 

 金融業従業者数の割合 

 金融業の付 価値額 ェア 

5-3 産 の新陳代謝 

 新設 業所数の総 業所数に占める割合 

 廃業 業所数の総 業所数に占める割合 

 人口当たりの地場産業 連施設数 

5-4   循環構造 
 人口当たりの所得の 入額 

 人口当たりの  の 入額 

 

6 国土・交通 

6-1 都市構造 

 DID 人口密度 

 市街化区域に住んでいる人口割合 

 徒歩圏に医療機 が る世帯の割合 

 徒歩圏に介護施設が る世帯の割合 

 徒歩圏に公民館・集会所が る世帯の割合 

 徒歩圏に店舗が る世帯の割合 

6-2 都市イン   

 緑被率 

 人口当たりの公園面積 

 下水道・浄化槽処理人口普及率 
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6-3 住宅 

 住宅床面積 

 住宅保有率（持 家比率） 

 空き家率 

 65 歳以 が居住する世帯においてバ ア  ー化が れてい

る世帯数の割合 

6-4 交通 

 公共交通の徒歩圏充足率 

 高齢者人口当たりのデマン バス便数 

 道路実延長（対域 面積比） 

 人口当たりの 動車保有台数 

 人口当たりのカー ェアステー ョン数 

6-5 観光・イベン  

 人口当たりの集客施設数 

 人口当たりの観光  数 

 人口 1 人当たりの地域で開催 れるお祭り の参 者数 

6-6 災害発生リス  

 洪水浸水想定区域面積の割合 

 30 年以 に震度 6 弱に見舞われる確率 

 液状化被害の発生 スク 

 津波の発生 スク 

 火山被害の発生 スク 

 土砂災害の発生 スク 

6-7 災害への対応力 

 無電柱化推進計画又は条例の策定有無 

 人口当たりの河川 歳出 

 人口当たりの災害復旧 歳出 

 人口当たりの土  歳出 

 最寄りの緊急避難所までの距離が一定距離以 の世帯の割

合 

 

7 環境 7-1     

 地球温暖化対策推進法に基  地方公共団体実行計画の

策定状況 

 太陽光を利用した発電機器が る住宅の割合 

 太陽熱を利用した温水機器等が る住宅の割合 

 二重以 の ッ 又は複層ガ スの窓が設置 れている住宅

の割合 

 人口当たりの EV 充電スタン 数 

 人口当たりの水素ステー ョン数 

 人口当たりの   導入量 
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7-2 生 環境 

 人口当たりの環境 NPO の数 

  域水循環計画の策定有無 

 ゼロカーボン ティの表明有無 

 グ ーン購入の取り組み度の評価 

7-3 自 環境 

 人口 1 人当たりの河川・ダ 湖の 1 日当たり利用者数 

 人口当たりの地域  （  景観  ）数 

 生物  性地域戦略の策定有無 

 湧水保全活動の実施有無  

7-4 資 循環 

 廃棄物処理業従 者数の割合 

 人口当たりの清掃 歳出 

   循環 ジ スの付 価値額 ェア 

7-5 SDGs 

 SDGs の各種計画 の反映有無 

 SDGｓローカル指標（ 治体独 の評価指標）の設定の

有無 

 SDGs 未来都市選定都市 の選定有無 
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（２）地域の成果におけ 「項目」 

 

8 環境 

8-1 
 リーンな 

エ ルギー生産   生可能  ル ーの発電割合 

8-2 
CO²排 量の 

削減 

 人口当たりの産業部門の CO2 排出量 

 人口当たりの民生部門の CO2 排出量 

 人口当たりの 輸部門の CO2 排出量 

8-3 良質な水質 

 河川の BOD 

 湖沼の COD 

 海域の COD 

8-4 きれ な空気 

 PM2.5 年平均値 

 窒素酸化物年平均値 

 硫黄酸化物年平均値 

8-5 廃棄物の削減 

 ごみ搬入量に占める有害廃棄物の割合 

 1 人 1 日当たりのごみ排出量（家庭部門） 

 1 人 1 日当たりの最終処分量 

 ごみの  イクル率 

 

9 
社会・ 
コミュニティ 

9-1 安心・安全 

 人口当たりの刑法犯認知件数 

 人口当たりの建物火災出火件数 

 人口当たりの交通 故死亡者数 

9-2 教育の質 

 私 ・国 小学校の割合 

 私 ・国 中学校の割合 

 高等教育（大学） の進学率 

9-3 男女雇  

 就業率の男女間格差 

 非正規雇用の割合の男女間格差 

 役員比率の男女間格差 

 女性の農業経 者割合 

9-4 貧困・労 格差 
 相対的貧困率 

 非正規雇用の割合 
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9-5 健康 

 平均寿命 

 人口当たりの糖尿病・心血管疾患の死亡者数 

 人口当たりの 殺死亡者数 

 要介護認定者の 65 歳以 人口に占める割合 

 生産年齢人口当たりの高齢者数 

9-6 子育て環境 

 合計特殊出生率 

 待機児童数の保育所申込者数に対する割合 

 5 歳未満人口割合 

 5 歳未満児の死亡率 

9-7 
災害によ  
被害リス  

・水害被害額の GRP に占める割合 

・洪水浸水想定区域の居住人口の割合 

・30 年以 に発生する地震による被害 スク（震度 6 弱） 

・液状化による被害 スク 

・津波による被害 スク 

・火山による被害 スク 

・土砂災害による被害 スク 

 

10   ・財政 

10-1 所得 
 人口当たりの雇用者所得・ 

 人口当たりのその他所得 

10-2 就 環境 

 失業率 

 職住比 

 通勤の公共交通利用率 

 市 通勤率 

 通勤 間 
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10-3 地域産  

 農業の労 生産性 

 林業の労 生産性 

 水産業の労 生産性 

 第 2 次産業の労 生産性 

 第 3 次産業の労 生産性 

 人口当たりの所得の 入額（   と投 の 入額） 

 人口当たりの観光入込客数（私用 入） 

 人口当たりの水揚 量（海面） 

 人口当たりの  ル ー代金の 入額 

 農業の付 価値額 ェア 

 林業の付 価値額 ェア 

 水産業の付 価値額 ェア 

 製造業付 価値額 ェア 

 小売業付 価値額 ェア 

 産業の  性（ ントロピー指数） 

 人口当たりの物 の集中量 

10-4 健全な財政 

 財政力指数 

   財 比率 

 実質公債 比率 

 経常収 比率 
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５．参考資料の解説 

５－１ 参考 1. 「基準値・目標値との比較」の解説 

本ツールの出力スライド 86～89では、環境分野の成果指標（CO2排出量、水質、大気

質）について分析対象地域の値と、環境省の定める基準値・目標値と比較を行うことがで

きます。 

（１） 口当た の部門別CO2排 量につ て 

出力スライド 87 は、人口当たりの部門別 CO2 排出量について、目標値との比較を行う

ことができます。 

ここでは、産業部門、民生部門、運輸部門のエネルギー部門起源の CO2排出量を示して

います。 

なお、ここでの目標値は、「2030年度目標値の人口当たり平均」は、地球温暖化対策計

画（令和３年 10月 22日閣議決定）における 2030年度の各部門の CO2排出量目標値 を、

2030年の将来人口（国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口（令和 5年推計））

で割った数値となっています。 

 

 
図 ５-1 人口当たりの部門別 CO2 排出量の目標値との比較シート 

  

ご利用に際してのご留意 項をp2に記載していますので、ご参照 だ い。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域指標分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp
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 口当た の産 部門のCO2排 量  口当た の民生部門のCO2排 量  口当た の運輸部門のCO2排 量

注1：「2030年度目標値の人口当たり平均」は、地球温暖化対策計画（令和３年10月22日閣議決定）における2030年度の各部門のCO2排出量目標値
を、2030年の将来人口（国 社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口（令和5年推計））で割 た数値で る。

注2：実数値、目標値ともに非  ル ー部門起 のCO2排出量は含まない。
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（２）水質（河川の BOD 湖沼の COD 海域の COD）につ て 

出力スライド 88 は、水質（河川の BOD、湖沼の COD、海域の COD）について、環境基準

値との比較を行うことができます。 

なお、分析対象地域に河川、湖沼、海域が存在しない場合は分析対象地域の値は空白表

示しています。図 ５-2において A市は河川及び湖沼がないため、空白表示されています。 

また、ここで示す環境基準値は、環境省において水質汚濁に係る環境基準（表 ５-1）と

して定められているものです。 

 

 
図 ５-2 水質（河川の BOD、湖沼の COD、海域の COD）の基準値との比較シート 

 

表 ５-1 環境基準値の出典 

環境基準の出典 

昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号 

改正 昭 49 環告 63・昭 50 環告 3・昭 57 環告 41・環告 140･昭 60 環告 29･昭

61 環告 1・平 3 環告 78・平 5 環告 16・環告 65・平 7 環告 17・平 10 環告 15・平

11 環告 14・平 12 環告 22･平 15 環告 123・平 20 環告 40・平 21 環告 78・平 23

環告 94・平 24 環告 84・平 24 環告 127・平 25 環告 30・平 26 環告 39・平 26 環

告 126・平 28 環告 37・平 31 環告 46・令３環告 62・令５環告 6・令７環告 5・令７

環告 35 
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（３）大気質（PM2.5 窒 酸化物 硫黄酸化物）につ て 

出力スライド 89では、（PM2.5、窒素酸化物、硫黄酸化物）について、目標値との比較

を行うことができます。 

ここで示す環境基準値は、環境省において大気汚染に係る環境基準（表 ５-2）として定

められているものです。 

 

 
図 ５-3 大気質（PM2.5、窒素酸化物、硫黄酸化物）の基準値との比較シート 

 

表 ５-2 環境基準値の出典 

 環境基準の出典 

PM2.5（微小粒子状物質） 平成 21 年 9 月 9 日 環境省告示第 33 号 

窒素酸化物 昭和 53 年 7 月 11 日 環境庁告示第 38 号 

改正 平 8 環告 74 

硫黄酸化物 昭和 48 年 5 月 8 日 環境庁告示第 25 号 

正 昭 48 環告 35・昭 53 環告 38・昭 56 環告 47・平 8 環告 73 
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５－２ 参考２. 各種計画等の策定状況 

本ツールの出力スライド 90～91では、各種計画や条例等について、分析対象地域の策

定・制定状況と、全国及び同規模地域における策定済み自治体の割合を確認することがで

きます。 

 

 
図 ５-4 各種計画等の策定状況確認シート 
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91

各種計画等の策定状況

策定状況の 点
策定  自治 の割合A市

の策定状況
指標名No.

全国 規模地域

2024年79%84%○産業競争力強化法に基  「創業  等 業計画」認定の有無1

2024年73%82%○女性活躍推進計画の策定有無2

2024年4%1%－障害者差別解 に する条例策定の有無3

2023年11%6%－無電柱化推進計画又は条例の策定有無4

2024年35%23%－地球温暖化対策推進法に基  地方公共団体実行計画の策定有無5

2024年10%8%－生物  性地域戦略の策定有無6

2023年32%20%－湧水保全活動の実施有無7

2024年30%29%－ 域水循環計画の策定有無8

2024年61%50%○ゼロカーボン ティの表明有無9

2024年65%63%○SDGs の各種計画 の反映有無10

2024年15%13%－ローカル指標（ 治体独 の評価指標）の設定の有無11

2024年11%6%－SDGs 未来都市選定都市 の選定有無12


